
ナチズム下における「強制保護収容法」案

－「非社会的人間」の排除一

畔 上 泰 治

‡．序

ナチ政権は身体や精神に障害を持つ者や労働嫌い、移動生活者など国家が規

範として掲げる共同体生活を遂行できない、あるいは遂行しようとしない人々

を「荒廃者」（Verwabrloste）や「非社会的人間」（Asoziale）、あるいは「共同

体異分子」（Gemeinscha氏s缶emde）という概念で括り、法律を以って特別な措

置を講じようとしていた。強制保護収容法（Bewabrungsgesetz）あるいをま共同体

異分子法（Gemeinsc壬IZ此sなemdengesetz）はこうした措置を正当化するために構

想されたものである。清潔で等質な国家の実現を目指すナチ政権にとって、こ

うした「非社会的人間」は社会に対する重大な危険をもたらす存在であり、排

除すべき対象となっていた。これは一方においては広い意味での画一化政策の

中に位置付けられるものであったが、また同時にそこには第二次世界大戦前後

のドイツ国内の緊張状況が反映されていただけではなく、加えて当時の財政状

況やナチ政権内部における管轄権限をめぐる争いなども多分に反映されてい

た。

本稿においてをま、ナチ政権下において構想されていた三つの「強制保護収容

法」案を考察の対象として取り上げ、ナチ政権が理想とする社会生活に順応で

きない、あるいぼ順応しようとしない人間に対する処遇案を分析する。そして

そこに示された、「荒廃者」や「非社会的人間」を一般社会から排除・隔離し

ようとする手法を検証すると同時に、それぞれの法案の基本的な立脚点の相違

に着目しながら、「非社会的人間」を前にしてのナチ政権内部における考え方

の相違を明らかにしていくことにする。1
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正．強制保護収容接をめぞる議翰の経線

2．1「非社会的人間」に対する措置をめぐるナチ政権下での議論は、すでにヴ

ァイマル共和国期において深刻化していた「荒廃者」に対する感化。矯正教育

の再検討と、取り分け「弓重刷保護収容」（Bewabmng）をめぐる議論の延長線上

に位置していた。この議論における，鮎wa‡まmng最とは、荒廃者あるいぼ荒廃の

危機が迫っている者など、「保護を必要とする者」を本人の意思とは関わりな

く、予め期限を設けずに叫場合によっては生涯にわたり叩閉鎖施設に隔離収容

する、強制力をともなった無期限の保護。感化措置と認識されていた。こうし

た強制保護収容という措置に対してはいくつかの推進勢力が存在していたが、

その中でもヴァイマル共和国時代には教会を中心とした組織や公的機関などが

主体となり、浮浪や売春などの非社会的行為を予防し、また関係者を救済しよ

うとする福祉的な視点からの活動が中心であった。そこで構想されていた強制

保護収容施設は、同じように「非社会的人間」に対する措置として刑法に基づ

き運用されていた「矯正労働所」（Årbeitshaus）の問題点を克服しようとする

目的を持っていた。即ちそこには、矯正労働所やその他の感化教育施設に収容

された着たちが、収容期限や年齢制限を理由に感化不十分なままに一般社会に

復帰するという制度上の問題に対する批判があった。人々は強制保護収容法に

よって、予め期限を設けずに「非社会的人間」を強制的に収容して矯正教育を

行ない、あるいぼ矯正教育が不可能と判断された場合には生涯にわたる収容を

可能とする法的な手段を得ようとしていたのである。

2．2こうした強制保護収容法を求める要求は、すでに19ユ8年10月にフランク

フルト福祉局が主催した、非行化した人間に対する保護を討議する総会の中で

唱えられていた。この席で「少女魯婦女や児童を支援するカトリック保護協会」

（Katboliscbe㌻ざ触so聯Ve訂ein触脱出cぬe氾，於auenund琵in血r）の代表者アグ

ネスゆノイハウスは250名を越える保護金感化従事者を前にして、「精神面で

価値の劣る者」（gei＄もigMinde㌘好e蛇ige）を拘禁するための法律（Verwぬmngs－

geseもZ）の必要性を唱えていた。2それは「精神面で価値の劣る者」の中には本

人の意思とほ関わりなく、弓鯛巧カを背景にして特別施設に収容することこそ本

2

荒廃者に対する措置をめぐる議論では、当初は，Verwabmng‘（拘禁〉が用いられていたが、

刑事法による処遇との差異を前面に打ち出し、福祉的な観点を強調していく中において次第に

，Bewab和一唱‘が定着していった。
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人の保護・感化につながる事例が多数存在するという、保護。感化教育の現場

に即した認識に基づくものであった。ノイハウスが想定した強制的な保護収容

とほ、若年者だけではなく成人や高齢者をも対象とした保護。感化教育であっ

た。ヴァイマル共和国時代に長年にわたり中央党の議員として帝国議会で活動

したノイハウスは】時にはドイツ官民福祉協会（De鵬SCberv■verein 氏ir

6鮎ntliche und private F敵SOrge）3とも協力しながら－1920年代には幾つかの

強制保護収容法（Bewahrungsgesetz）案を帝国議会に提出している。議会での議

論は左右両派の対立という枠組みの申で揺れ動いたが、アンナ。ノてブリッツを

初めとした女性解放運動家や社会民主党など、多くの会派や人々からの支持を

得た。4それは法案推進者たちが、この絵律によって浮浪や売春という犯罪が

大幅に減少し、しかもこれらの人物が刑事施設における処遇ではなく、保護・

感化を目的とした福祉施設において処遇されることになると期待していたため

であった。こうして強制保護収容法は保護。感化に従事する関係者にとって、

取り分け少年保護や売春婦。浮浪者保護などの分野において効果を発揮する有

効な手段と見なされ、当初ほ早期に成立するものと見込まれていた。しかし、

保護収容施設の管理。運営母体やその財政負担、収容申爵権者、裁定機関、ま

た取り分け収容対象者の範囲確定など細部に関する議論において法案推進者た

ちの間での見解の相違が次第に顕著になっていった。それに加え、五909年以

来議論されていた刑法改正問題との関連の中から、司法当局との対立が鮮明に

なった。即ち、社会民主党を初めドイツ官民福祉協会は矯正労働所への収容を

刑法の規定から削除することを望んでいたのに対して、司法当局から出されて

いた刑法改正案にほその存続が盛り込まれていたためであった。こうした意見

の対立は埋まることなく、結局ヴァイマル共和国時代においてほ〝そして以下

において見るとおり、ナチ政権下においてもー多くの強制保護収容法案が提出

されながらも可決されるには至らなかった。5

31880年に貧民救済を主な目的として設立された。当時の名称は，Deutscber Verein 氏ir

Amenp鮎geundⅦoblt乱igkeit‘であったが、1919年に名称を現在のものに変更した。
4

ドイツ官民福祉協会は強制保護収容対象者を乳000…10，000人と見込んでいた。これは1925

年当時に矯正労働所に収容されていた者の数的3，500名をはるかに上回るものであった。ドイツ

共産党は、この法律は多くの国民に対し奴隷的な状況を強いるものであるとして反対した。

（AyaB，Vo鞄ang：，冶sozgαge“i桝肋fわ乃α由oz盲αggS桝紘5．Sぬttgar＝995．15寅以下参照）
5

Aya8に拠れば、ヴァイマル共和国期に提出された法案の数をま7件を下らなかった。（同上、16

貢）
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2．3法案をめぐる議論が錯綜する中で、経済恐慌の煽りを受けたドイツでは人

的。財政的側面において既にそれまでに過度の負担を強いられていた市町村の

保護局は、もはや保護必要者に対し十分な援助を行なえる状況にはなかった。

ナチ政嘩誕生後しばらくの間、「非社会的人間」の処遇には刑法に基づく「矯
正労働所」が重要な役割を担1ていた。その際にこの「非社会的人間」の範疇

に入れられたのは、例えば保護関係者たちの間でWandererと呼ばれていた住

所不定の移動生活者であった。彼等は世界恐慌による失業の結果、家賃を払え

ずに住居を追われて生活する人々で、その数は数十万人と見積もられていた。

彼らに対する対策は社会福祉国家と見なされていたヴァイマル共和国において

もすでに最も深刻な問題の一つとなっていた。ナチ政権は誕生からわずか半年

後の1933年7月に「恥知らずな物乞いを撲滅する」ための大規模な摘発を展

開し、彼らを一般社会から排除しようとした。警察ほ町のいたるところに物乞

いを禁じるポスターを貼り、住民に対しては物乞いを行なう者に対して物を与

えることを禁じ、冬季救済事業にそれをまわすように呼びかけた。61871年に

制定されたドイツ帝国刑法では、裁判所には物乞いを行なう者や浮浪者を6週

間を限度とした拘留に処すことが認められていたが（§361）、多くの都市はそ

れとは別に、警察に対して独自に最高で14 日の拘留を命じることを許してい

た。更にまた、物乞いや浮浪の罪で有罪となった者を、刑務所において罪を償

わせた後に再び警察に移送することも認められていた。それは「矯正を目的と

した追加拘留」（ko汀ektionelle Nachha氏）の名の下に、2年を限度として矯正労

働所に収容するためであった。この矯正労働所への収容は、1934年以降には

行刑を目的とした収容であることがいっそう明確に規定されることになる。即

ち、刑法第361条に規定された物乞い、浮浪行為、売春等の罪で有罪とされ、

更に「当該人物に対して労働を勧め、また法律にかなった秩序ある生活に馴染

ませるために必要である」場合には、当該人物をま刑の執行が終了した後に矯正

労働所に収容されると規定されたのである。（第42条）しかもその収容期間は

「その目的上必要とされる期間」（第42条f）と定められているだけであり、

6

ヴュルテンペルクでは1933年のこの摘発により4818人が逮捕されている。このうち1616人

が警察による警告を受けた後に直ちに釈放され、2327人が警察の判断により14日間にわたる拘

留に服している。残りの875人が裁判所に起訴されている。そのうち500人は拘留刑に服した後

にファイフィンゲン矯正労働所に収容されている。1933年の摘発によりヴァイマル共和国時代

においてはわずかな数にとどまっていた矯正労働所は、俄かに多数の収容者を迎えることになる。

ナチ政権初期においてベニングハウゼン、プライテナウ、キースラウ、モーリンゲン等の矯正労

働所は「非社会的人間Jを収容する施設として用いられていた。（同上、30－32，41玄以下参照）
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それほ終身収容の可能性を含むものとなっていた。7こうした、特別施設での

無期限にわたる労働教育という性格を帯びた矯正。保安処分の方向性は、その

後の強制保護収容法案や共同体晃分子処遇法案においてもその中核として引き

継がれていくことになる。

2．4ナチ政権成立後ベルリンやハンブルクなど幾つかの都市は、例えばヴァイ

マル共和国時代からの「公的保護の条件、種類及び範齢こ関する全国基本原則」

（Reicbsgrundsatze肋erVoraussetzung，AれundMa8der6鮎ntlichenF缶rsorge）8

第13条に依拠した閉鎖。隔離施設内での保護収容や、「保護義務令」

（Veror血ung肋erdieFおsorgep鎚cbt）9第20条に基づく労働強制を援用して、

成立を目指していた強制保護収容法に準じた措置をすセに実質的に実施してい

た。帝都ベルリンは1670年代末に建設され、行刑施設と同時に保護施設とし

ても用いられていたルンメルスブルク矯正労働所を利用し収容を行なってい

た。1934年当時この施設は「市立矯正労働。強制保護収容所」（Stadtisc壬1eS

血beits－ und Bewabmngsba㍊S）と呼ばれ、刑法に基づき男子313名、女子19

名が矯正労働所に、また保護法に基づき男子455名、女子146名が強制保護

収容所に収容されていた。その後もこの施設での強制保護収容者の数は増加し、

1936年には男子707名、女子273名に達していた。こうしてベルリン全体で

は閉鎖。隔離保護施設に収容されていた者の数は1936年においてはおよそ

2000名に達していた。しかも、施設収容者の増加とともに、ルンメルスブル

クへの収容の本質は、福祉的な観点以上に「非社会的人間」を一般社会から排

除するための手段としての性格を強めていった。10

‘Gesetz gegen ge伝hrlicbe Gewohnheitsverbrecher undiiber Maβregeln der Sicberung und

Besserung．（1933年11月24日）Reic壬ISgeSetZblatt（以下RGBl．と略記）1933，Ⅰ995－1010貫。取

り分け996貢参照。

81924年12月4日。RGBl．1924Ⅰ，765－770貢参照。

91924年2月13日。RGBl．1924Ⅰ，100－107貢参照。

10

ルンメルスプルクに収容された者の内訳には明確な特徴があった。即ち、第一に高齢者男子

が多かったことである。1934年未では男子収容者540名のうち435名が60歳を越えていた。ま

た、最も人数が多かった年齢層は70～80歳代で、その数は244名であった。他方において女性

収容者は二極化していた。157名の女子収容者のうち51名が30歳以下であり、また57名が60

歳を越えていた。こうした保護施設への収容はベルリンの他にもハンブルクやカッセル、フラン

クフルトなどでも行なわれていたが、その後37年12月からほ予防拘禁措置として警察が「非社

会的人間」を強制収容所に収容することが可能となったために、その数は減少することになる。

（Ayaβ（1995）、92貢以下参照）
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こうしてベルリンやハンブルクなどでは全国法としての強制保護収容接の成

立を待たずに現行の法律を援用し、「あらゆる種類の支援の可能性を捜し求め

て歩き回る着たちを保護から解き放ち、同時にまた非社会的人間が非行行為に

より生年出す破壊的な影響への脅威と犯罪行為から民族共同体を守る」ために、

更にまた「ナチ国家が非行行為を容認せず、いかなる人間に対しても民族共同
体に規律正しく順応することを求める」という断尚とした姿勢を示すために、

こうした閉鎖。隔離施設への収容がすでに実行されていたのである。

2．5 しかし他方において、こうした刑法やその他の現行法規をナチ的解釈の下

に適用して行なう「荒廃者」や「非社会的人間」の処遇と平行して、ヴァイマ

ル共和国時代から強制保護収容法制定の活動に携わってきた者たちの多くは、

引き続き全国一律の強制保護収容法成立に意欲を示していた。ナチ政権誕生後

しばらくの間、彼等は強制保護収容法の成立に従来以上の大きな期待と予感を

抱いていた。1933年7月にほドイツ官民福祉協会は「荒廃した人間ならびに

一般人に対して危害を与える人間を強制保護収容するための全国法の施行」を

目指した構想を表わしている。そこでは、「病的な知的障害者、意思薄弱者、

本能のままに抑制の効かない生活を送る者、あるいは道徳感寛が著しく麻痺し

ている者」を施設に収容するということに関しては、強制力を持たせることの

是非をめぐりこれまで議論が紛糾してきたと総括され、同時に改めて法律制定

の必要性が訴えられていた。この法律の対象は取り分け労働嫌いの人間、常習

的に物乞いを行なう者、浮浪者、アルコール。麻薬依存症患者、売春婦等ドイ

ツ民族にとっての「寄生虫」であると見なされていた人間であった。即ち、「有

益な労働も行なわずに社会全体から生活費を得て暮らし、保護費用を著しく無

駄に使い」、しかも「その行状を通して一般の人々の幸せな生活に対して経済

的ならびに道徳的な損害を与えている」だけではなく、「肉体的にも精神的に

も価値の劣る子孫を生み出すことにより、我々ドイツ民族を生物学的にも弱体

化させている」と糾弾された人々であった。このような弓虫硬な姿勢の凄にはナ

チ政権の誕生という新たな政治状況の出現により、強制保護収容法の早期実現

が可能となったとの認識が存在していた。11

ヴァイマル共和国時代から引き続いてナチ政権誕生後もドイツ官民福祉協会

11同上、86貢以下参照。
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の会長を努めていたヴィルヘルム。ポリヒカイト2は、1933年7月のドイツ市

町村連絡協議会（DeuもSCber Gemeindetag）の席上で、強制保護収容法と移動生

活者保護法の早期実現を要求している。彼は、自由主義的観点に立つ人々が個

人の自由権の制限に対してこれまで行なってきた抵抗はもはや克服されなけれ

ばならないとの認識に立ち、「価値の劣る大人たち、一常習的なアルコール依存

症患者、乞食、浮浪者などを。社会から根絶し、彼らを持続的に施設に収容する

ことは公的な保護の観点からも必要」であり、しかもそうした人物の範囲はあ

まりに狭く限るべきではないと主張した。強制保護収容法に対するこうした積

極的な意見は、ポリヒカイトと同様にヴァイマル共和国時代からドイツ官民福

祉協会において強制保護収容法実現に取り組んでいたヒルデ⑳アイザーハルト

や、ハンブルクの福祉施設所長ゲオルク。シュタイガータール、中央党の政治

家アグネス。ノイハウスらによっても示されていた。

「荒廃者」の保護。感化に従事する着たちを取り巻くこうした環境の中で、

それまで「価値の劣る人間」や「非社会的人間」の処遇に対して積極的な関心

を示してこなかったナチ党全国指導部内の民族福祉事業本部局（Haupもamt 触

Volkswoblた血沈）もまた次第に強制保護収容法に対して理解を示し始め、1936年

1月には独白の強制保護収容法案を提出するに至っている。13

以下においてをまナチ政権下において構想されていた三つの強制保護収容法案

ないしは法案骨子を、即ちナチ党民族福祉事業本部局ゲルル案、ベルリン福祉

・少年局シュピーヴォク案、ドイツ法アカデミー社会福祉。保護法豪農会衆を

取り上げ、そこに規定された「荒廃者」や「非社会的人間」の処遇方法を検証

し、ナチ政権下において彼らに対して導入が検討されていた排除。隔離政策を

見ていくことにする。

Ⅲ．ナチ党民族福祉事業本部局ゲルル薬

3．1法案の基本的性格：ここで取り上げる三つの強制保護収容法案は、ナチ政

権の社会政策の方向性が具体的に見え始めた30年代半ばから第二次世界大戦

直前の時期において作成されたものであるということをまず確認しておく必要

ほ

vilhelm Polligkeit：ヴァイマル共和国期やナチ政権下（1922－1935）だけではなく、戦後にお

いても（1946－1950）ドイツ官民福祉協会の会長を務めている。（同上、239貢（注i33）参照）
13

同上、89貢以下、及び249貢（注152）参照。また、ナチ政権下における「共同体異分子」

に関しては、例えばデートレフ・ポイカート『ナチスtドイツーある近代の社会史－』（木村鱒

二／山本秀行訳）、三元社19942、取り分け第三部参照。
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がある。即ち、当然ながらそれほヴァイマル共和国時代に作成された法案に比

べ、保護必要者を一般社会から排除し、隔離しようとする観点を色濃く反映さ

せたものとなっている。

1936年1月にナチ民族福祉事業本部局はブルーノ。ゲルル（Bruno Gerl）－4

の名の下に独自案を発表した。このゲルル案が目指す強制保護収容法は－後に

見るシュピーヴォク案とほ異なり一矯正労働所1牧容など刑法で定められる特別

規定としての強制保護収容を容認する立場に立っていた。即ち、長年にわたり

議論されていた刑法改正との関連において、この案は矯正労働所の存続を前提

とし、またそれを支持する立場から構想されている点に特徴があった。そして

その上で、この法律を強制保護収容の全般を統括する一般法として位置付けよ

うとしていた。ゲルル案は次の序文で始まっていた：

荒廃者に対する一般強制保護収容法の必要性は、病的な分子や価値の低い

分子と戦っているあらゆる陣営から幾度となく強く主張されてきた。この

ような法律の早期成立を望む声はますます大きくなっている。保護や矯正

教育を担当する部局、保護収容施設ならびに矯正労働所、ナチ民族福祉事

業団（NSV）は、そうした反社会的な人間に対する強制保護収容手段とな

るべき武器を要求しているのである。15

この序文からはまず、この法律が「荒廃者」を、即ち「病的な分子」や「価

値の低い分子」を対象としたものであることが読み取れる。またこの法案は、

弓虫制保護収容法をめぐるそれまでの議論においては主に「非社会的人間」

（Asoziale）と呼ばれていた「荒廃者」を「反社会的人間」（antisozialePersonen）

と見なす立場に立ち、そうした人間に対する「武器」となる処遇を定めた法案

であることを強く意識していた。「反」社会的人間という術語は、警察が風紀

や社会秩序の維持という観点に立ち、一般社会からのこうした人間の排除を要

請する隙に多く用いられていた言葉であった。この裏現にはこの法律が福祉的

な視点を越え、こうした人間に対する対決姿勢を鮮明に打ち出したものである

こと、即ち公安を重視する姿勢が込められていた。

こうした基本的な態度は収容施設の運営に関する構想においても色濃く表れ

14

法律家。1926年失明。1931年からナチ党民族福祉事資本部局専門官。戦後はベルリンで弁護

士として活動。（Aya8，Wo晦ang：”Gの乃gぬ成句角如椚由一し馳gggβ乃劫γ陥ゆ如曙γ0乃一触ozぁわ乃‘

1933－1945，Koblenz1998．64京参照）また、ゲルル案に関しては本稿資料1参照。（但し、序文と

解説は省略）
15

Aya8（1998），64貢。
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出ていた。即ち、ゲルル案では収容者ひとり一日当たり2．50RMの経費を想定

していた。そのうち比較的多くの収容者から期待できる労働に対する給付とし

て、即ち収容者を働かせることによって得る収容所の収入として、最低でも

1．50RMを見込んでいた。こうして収容者に対する国家の補助はひとり一日当

たり1RMと試算されていた。これはこの法律の成立により強制保護収容者

に対する公的な財政支援が著しく引き下げられることを主張する試算であっ

た。こうした経費の切りつめを正当化していたのは、「社会的に価値の低い人

間」としての彼らには、生活改善を要求する特別な権利などはないという認識

であった。上述のとおり、この考え方の根底にをま「荒廃者」を「価値め低い人

間」と見なしてその尊厳を否定する姿勢だけではなく、「反社会的人間」とし

て敵視する姿勢があった。こうした基本的な立場に基づいて制定される強制保

護収容接が、関連する他の法律一例えば福祉関連の諸法－といかなる関係に位

置付けられるのかという問題に関してゲルル実は、構成要件において強制保護

収容法は社会福祉法には馴染まないとする見解を支持していた。16即ち、ここ

で構想された強制保護収容接が社会福祉法とはその本質において異質なもので

あることを自ら認めていた。

法案第3条はこうした認識を具体化し、他の法律に基づく強制保護収容ある

いをま拘禁がこの法律による収容に優先すると規定する。その際にまず想定され

ていたのは、刑法に基づき命じられる矯正労働所への収容であった。刑法を重

視するこの考え方は強制保護収容の裁定手続きにも反映されていた。ゲルル案

では一後に見るシュピーヴォク案とは異なり一可罰的行為を犯した荒廃者に対

する強制保護収容の命令は刑事裁判による判決の中で行なわれることになって

いた。（第4条1段）しかも刑罰が軽微であることが予期される場合や、荒廃

者の状況から判断しもっぱら強制保護収容のみが妥当である場合を除き、通常

その収容は刑罰とともに言い渡されることになっていた。（同2段）17こうし

てゲルル案では強制保護収容申藷の裁定における刑事裁判官の関与を大きく認

めることにおいて、この収容審査手続きの性格を刑事事件手続きと関連の深い

ものとしていた。それはゲルル実の本質が福祉法的な性格にあるのではなく、

その出発点は秩序維持を目的とした取締りのためのひとつの法律案であったこ

16

同上、65貢参照。

17

その他の場合にはすべて後見裁判所裁判官により収容命令が下されることになっていた。（第

5粂）
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とを示す証拠ともなっていた。

強制保護収容法に対するこうした基本的な考え方ほ、更にまた他の条文の中

にも盛り込まれている。法案は第1条において、強制保護収容の対象となる人

物の範囲を定めている。それに拠れば、「社会に対して著しい危険を生み出す

荒廃者」は「自らの力によってその荒廃から抜け出すことができない、あるい

はその意志がない」場合、また同時に「それを取り除くための十分な手段が他

にはない場合」に強制的に保護収容されることになる。また、その際に「荒廃

者」とほ「身体的、精神的、道徳的あるいは経済的」な観点において最低限の

民族主義的な生活秩序を守ることのない着であった。（第2段）このように、

ゲルル案は第1粂において強制保護収容の対象者として、まず「社会に対して

著しい危険」を生み出す「荒廃者」と規定することにより、この法律が一般社

会の安全確保を目的とした法律であることを明らかにしているだけではなく、

更に第2段において民族主義に基づく生活秩序を前面に打ち出すことにより、

この法律がナチズムのイデオロギ…に立脚した絃律であることを明確に宣言し

ているのである。

3．2収容方法：第2条は、強制保護収容が「強制保護収容必要者」の自由を「予

め期限を定めずに」（aぱunbestimmte Zeiも）剥奪することによって行なわれると

規定する。（1段）そしてその収容先として、篤志家の家庭、特別施設あるい

は強制保護収容施設の三種類を設けている。その区別は、強制保護収容必要者

に「状況改善の見込み」（触ssまc奴aぱBesse訂皿g由sZustands）が存在する場合

には家庭あるいは特別施設への収容、それ以外のすべての場合には「共同体の

安全を守るために」弓虫制保護収容施設への収容と説明している。即ち、この法

案が意図する「強制保護収容施設」への収容対象者とは、荒廃状況に「改善の

見込み」が存在しない人間であることが明らかになる。換言すれば、強制保護

収容施設に収容される者は、ナチ的意味での「価値の劣る者」の中でもその状

況が最も深刻な「改善の見込み」のない「反社会的人間」であり、彼らに対す

る施設内での待遇もそれに相応しいものとなるはずであったことがすでにここ

から明らかになる。

しかし、こうした「改善の見込み」のない者に対する特別な処遇の要請は、

ナチ政権下での独自の主弓最ではなかった。それほヴァイマル共和国期における

強制保護収容法をめぐる議論においても既に登場していた。即ち、1920年代

には刑務所や感イヒ施設に収容される再犯者の多さを前に、矯正教育に対する限
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界感が漂っていた。こうした状況に財政の逼迫も加わり、精神や身体面で「価

値が劣る者」の原因を遺伝的素因に求め、健全な遺伝子を持つ（eぬgesund）

人間と遺伝的な障害を持つ（erbgesc血豆di釦）人間を区別し、矯正教育の効率化

を目指そうとする主張がなされていた。強制保護収容法制定の運動にほ、こう

した矯正教育困難者の受け皿制定を求めた大きな流れが存在していたのであ
る。

ゲルル案もまた、ナチズム的な倫理観に基づいて判定された「荒廃者」を一

般社会から排除し、社会秩序の安定と等質性を維持することを目的としたもの

であった。上述のとおり、ゲルル案は矯正労働所の存在を前提とした強制保護

収容法案であった。矯正労働所と強制保護収容所の区別には可罰的行為の有無

の他に、「労働力としての価値」と「矯正教育の可能性」の有無が大きく作用

していた。ゲルル案における「社会に対する著しい危険」とは、ナチ政権打倒

を目指した直接的な政治行動や破壊的行為以上に、身体的、精神的そして心理

的状況からナチ政権の唱えるイデオロギーに順応できない、あるいは順応しよ

うとしないことを通して、ナチ政権の統制力に対する亀裂を浮き上がらせたり、

あるいをままた政府に対して大きな財政負担を強いる行為であったと言える。ゲ

ルル案における強制保護収容所とは、遺伝的素因あるいは後天的原因によりナ

チズムの倫理観に基づいた社会生活が不可能と見なされた人々を生涯にわたり

隔離するための施設として構想されていたのである。

3．3収容期間：ゲルル案の性格はまた、収容解除について定めた第15条の規

定からも読み取ることができる。後に見るシュピーヴォク案が、最低でも2年

ごとに収容継続の必要性に関する審査を裁判所に義務付けているのに対し、ゲ

ルル案はそれを義務化してはいない。即ち、第15粂は裁判所に対して収容継

続の必要性を定期的に、しかも職権に基づいて審査する権限を持たせてはいな

いのである。裁判所はただ、収容後最低2年を経過した後に随時提出すること

が認められている解除申請が実際に提出された場合においてのみ、収容解除の

妥当性を審査する義務を負うだけである。更にまた条文は、いったん解除申請

が却下された場合には、その後5年という長期にわたり新たな解除申請の提出

を認めてはいない。このようにゲルル案は裁判所に対して収容継続の必要性を

定期的に、また独自に審査させる義務を免除し、この収容を原則として5年を

単位とした長期継続としていた。ここからはゲルル寒が当初から終身を含めた

長期にわたる収容を予定していたことが明らかになる。この法律は保護収容所
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からの退所が著しく困難なものであることを条文の中にはっきりと盛り込んで

いたのである。

3．4鑑定のための収容：ゲルル案の大きな特徴は、収容裁定手続きにおける専

門家の鑑定の扱いにも見出せる。条文は裁判所に対して当該者からの詳細な聴

取の実施を義務付け、また「荒廃の原因を調査するために」当該者を6週間の

期限で適切な施設に収容する権限を認めていた。（第11条）しかし、原因調査

のためのこの収容は、最終的には荒廃における遺伝的素因の関与や荒廃改善の

可能性を判断するためのものであり、結局それは当該者の収容施設が、第2条

で定められた一般篤志家の家庭、特別施設、あるいは強制保護収容施設のいず

れに該当するものであるかを判断するための材料を提供する手段でしかなかっ

たことになる。即ち、原因調査のためのこの一時収容は、保護のための収容そ

のものの必要性を判断するための資料獲得を目的としたものではなく、その本

質は既に収容を前提とし、収容施設の種類を判断するためだけに行なわれる11又

容本位の手続きであったと言えるのである。

こうしたとらえ方はまた、緊急の事例における収容を定めた第13条の規定

の表現からも正当化される。後に見るシュピーヴォク案が仮収容（devorlauムge

Bewah℃ng）を認めていたのとは異なり、ゲルル実は緊急な場合において後見

裁判所裁判官が「即時」収容（diesofbrtigeBewahrung）を命じる権限を認めて

いた。しかも壷た、シュピーヴォク案がこの命令に対する異議申し立てを認め

ていたのに対して、ゲルル案はそれを許可していなかった。こうした「仮」収

容と「即時」収容という表現の違いは、前者の場合にはその後の収容裁定手続

きの自律性を、即ちその後の手続きとは分離した形での暫定的な収容を想定さ

せるのに対して、後者の表現は即時収容と本収容の一体性を、即ち、即時収容

という事実がその後の審理の方向性を大きく左右するものであることを表現し

ていると言えるのである。

3．5費用負担：ゲルル実には強制保護収容をめぐる内務省と法務省の確執が含

まれていた。規定では収容裁定手続きに関わる費用は収容命令が下された本人

が支払うべきものとなっていたが、本人に支払能力がない場合や収容申請が却

下された場合には司法当局恥stizkasse）が負担すると定められていた。（第12

条）即ち、収容裁定のための費用負担は驚察当局や更には福祉当局が担うもの

でもなかった。第6条に規定された申請権者に費用負担が生じるのは、根拠の
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ない申請が行なわれ、それが却下された場合のみであった。（第12条2段）収

容審理の費用を収容申請者本人にではなく国家に、しかも司法当局に支払わせ

ようとするこの規定の背景には、一方には世界恐慌以来保護に対する財政的な

問題が深刻化する中で、費用負担を免除して収容申請を容易にしようとする、

申請権者への配慮があった。しかし、同時にそれはこの法律の位寧付けに関す

る重要な認識に基づくものでもあった。即ち、ゲルル案は強制保護収容を広い

意味での刑事処遇の一環として立案されていたのである。収容申請が却下され

た場合に、収容審理の費用負担をw後に見るアカデミー実のように－「国庫」

（Reichskasse）が負担すると表現するのではなく、「司法当局」の負担と限定

した表記を用いた背景には、費用負担義務が発生することをちらつかせながら、

内務省が裁判所に対して行なった、収容申請却下に対する無言の圧力とも解釈

することができるのである。

一方法案第17条は、収容費用は原則として収容された本人あるいはその扶

養義務者が負担し、これらに支払能力がない場合には原則として州保護連盟

（Landes鉛rsorgeverbande）18が負担すると規定していた。他方、司法当局が負

担するのをま、第4条に基づき刑事裁判により保護収容が命じられた者に支払能

力が欠如している場合であった。このように、収容全般に関わる費用を取り分

け司法当局に強いる手法からは、一方においてはゲルル案が刑事事件手続きと

の均衡を想定していたことを明らかにし、また他方においては被収容者の権利

に配慮し、収容に対して慎重な態度で臨む姿勢を示す司法当局に対する内務省

の不信感が浮かび上がってくるのである。即ち、審理費用を司法当局に負担さ

せる手法は司法当局に対する内務省の牽制でもあった。それはまた、第18条

の規定からも読み取れる。即ち、18条は強制保護収容法に対する執行規定をま

「法務大臣との相互合意の下に内務大臣が」布告すると定めていた。この表現

は法務省と内務省の主務管轄をめぐる優先関係を明確に表している。これはゲ

ルル案では強制保護収容を実質的に主導する機関が内務省にあることを宣言し

ているのである。

18

「保吾輩義務令」（1924年2月）に基づき設立された保務のための公的な団体のひとつ。州あ

るいは一部特定の行政区域が管轄する保務団体。この他には市町村等が管轄する地区保漆連盟
（Bezirksf批SOrgeVerb紬de）が設置されていた。
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軌 ベルリン福祉。少年層シュピーヴォタ寮

ベルリン福祉。少年局長エードウアルト。カール。シュピーヴォクが構想し

た法案は、ゲルル寒からおよそ一年後に発表されている。19すでに彼の職責か

らも予想できるように、この法案の基本的な立場はゲルル案とをま幾つかの点に

おいて大きく異なっていた。そこには一多分にナチズム的な性格をおびている

とはいえ－被収容者の権利への配慮がかろうじて残されていた。以下において

はゲルル案との対比の中からシュピーヴォク案の持つ特徴を探っていくことに

する。

4．1目的。対象範囲：第1条は、ドイツ「国民の健康を守るため」に伝染病擢

患者20を隔離する規定に先立ち、強制保護収容を必要とする者、即ち閉鎖・隔

離施設への強制収容の対象者を定めた以下の規定を第1項として盛り込んでい

た：

身体的、精神的あるいは道徳的に不完全な状況の原因が単に一時的なもの

ではなく、そのために一般社会での共同体生活、取り分け国民の労働活動

に順応できない、あるいは順応しようとしない着で、しかもそれにより国

民あるいは自分自身を経済、健康あるいは道徳面で著しく害し、あるいは

危険にさらす者、取り分け荒廃した者あるいは荒廃の危険が迫っている者

に対しては、国民を保護しあるいはその本人を保護する必要があり、同時

にこうした保護が他においてなされていない限りにおいて、閉鎖施設への

収容がなされなければならない。（第1粂1項）

ここで注目しておくぺきことは、まず第一に強制保護収容の目的である。そ

れはこの法律の目的として経済。道徳面での著しい危害や危険から当該者本人

を守ること以前に、国民を守ることがまず最初に言及されている点である。即

ち、ここで意図されている強制保護収容は集合概念である国民あるいをま社会秩

序を維持するという観点が、具体的な個人の福祉。保護以上に優先的に意識さ

1ヲ EduardKarlSpiewok（1892－1951）：ヴァイマル共和国期（1932¶1933）およびヒトラー政権

下（1933－1938）においてプロイセン議会や帝国議会の議員を務める。また、ナチ民族福祉事

業団の大ベルリン大管区長（1933－1937）、ベルリン福祉・少年局長（1934叩1938）などを歴

任。（Ayaβ（1998），55貢）シュピーヴォク案（本稿資料2参照）はドイツ官民福祉協会のこユー

ス誌（1936年12月号）に発表されている。それぞれの条文には解説が付されているが、本稿資

料2では省略。

2－）第2項に規定された「伝染病羅患者」とは、取り分け結核患者が念頭におかれていた。これ

は当時既にテユ｝リンゲンやハンブルク、バーデンなどで実施されていた強制力を備えた隔離措

置を全国レベルで実施することを意図したものであった。
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れているということである。また第二に－ドイツ官民福祉協会が解説を加えて

いるように－その収容範囲の限定には、最も典型的な「非社会的人間のタイプ」

を挙げるにとどめ、「すべて」の強制保護収容事例を載せたできる限り完全な

収容該当者リストを作成しようとする試みがなされてほいないことである。21

この法案は共同体生活に対する順応への意志ないしは能力という観点を出発点

としている。第1条はこの能力あるいぼ意志が、身体、精神あるいぼ道徳面で

の慢性的な不完全さが原因となり、国民あるいほ当該者自身が著しく被害を受

けたり危険にさらされる場合にその人物を「強制保護収容必要者」と見なすと

規定するだけである。その最も典型的で、．同時に抽象的な事例が、既に「荒廃

した者」あるいぼ「まさに荒廃の危機にさらされている者」である。こうした

漠然とした概念規定の嚢には、強制保護収容をめぐるそれまでの議論において

つねに最大の争点となってきた、収容対象者の範囲確定という問題を不明確な

まま棚上げにして細部に及ぶ議論を回避し、法律の成立を容易にしようとする

意図があった。同時にまたそこには、現実的な場面において生じる前例のない

個別事例に対しても収容の可能性を留保しておこうという意図もあった。

4．2収容期間：更にまた、収容対象者を定めた第1条のこの規定には、対象者

の年齢に関する規定や収容期限に関する特定の数値も盛り込まれてはいないこ

とに注目しておく必要がある。前者は高齢者と同様に若年者においても強制保

護収容必要者が存在するという事実を重視し、年齢制限を設けることにより特

定の年齢層が強制保護収容の対象から漏れることをなくそうとしたためであ

り、後者はこの収容が必要に応じて終身収容となることを認めるということを

意味していた。上述のとおり、これほ従来の保護。感化教育が年齢制限や予め

期限を限定し、その範囲の申で行なわれていたために、施設内での矯正教育の

成果が不満足なままに当該者を一般社会へと復帰させざるをえなかったことへ

の「反省」に基づいていた。こうしてこのシュピーヴォク案では、強制保護収

容は「その目的上それが必要」（第ま0条1項）とされる限り、即ち、「国民を

守り、あるいは強制保護必要者を守るために強制保護が必要」とされる限り続

けられることになっていた。後見裁判所は少なくとも2年の期間をおいてその

目的の達成や必要状況に応じて強制保護収容の解除を審査する義務を負ってい

た。しかもこの審査ほ、収容解除申請とは関わりなく実施されるべきものであ

21Ayaβ（199軌75貢参照。
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った。また他方において、強制保護収容に処された者やその法律上の代理人、

強制保護収容申請者、そして州保護連盟の長に対しては、収容命令が下されて

から、あるいは解除申請が却下されてから六ケ月間が経過した場合には、随時

後見裁判所に対して強制保護収容の解除を申請することが認められていた。（第

10条）シュピーヴォク案はこうした強制保護必要者を収容するための「閉鎖

施設」として、労働者コロニー（A地eitedく010nie）を想定していたが、その構

想の背景には、刑法改正に対するドイツ官民福祉協会の見解が含まれていた。

即ち、上述のとおりゲルル案が矯正労働所の存続を前提としていたのに対し、

シュピーヴォク実は刑法の規定に基づく特別形式の強制保護収容を廃止し、最

終的には強制保護収容に関わる事項をすべてをこの法律に一本化しようと意図

していた。それはまた、刑法に基づいて設置されていた矯正労働所の廃止を要

望するものであった。22

4．3任務：シュピーヴォク案が示す強制保護収容所への収容とは、ゲルル案に

おいて「改善の見込み」があると見なされた者をも含めたもので、ゲルル案が

示した著しく警察的な処遇に比致して、そこには当該者の社会復帰に向けた準

備措置としての意識が強く刻まれていた。裁判所に対して定期的に収容継続の

必要性を審査する義務を負わせる規定はこうした理念から導き出されたもので

あった。収容対象者と目的を定めた第1粂に続き、第2条は強制保護収容に課

せられた任務を明確に規定する。それに拠れば、収容施設では可能な限り本人

が再び一般社会での生活に戻り、衰た取り分け一般社会で働くことを可能とす

るために、本人の能力に応じて彼らを有益な労働へと促進し、かつ可能な限り

規律をもって民族共同体に順応することを目指した教育が行なわれると規定す

る。これに対しドイツ官民福祉協会は、労働を重視したこの収容施設内で行な

われる作業の本質が懲罰的な観点に基づくものではなく、それほ「教育的な観

点」からなされるものであることを強調した解説を加えている。またそれに拠

れば、こうした「教育的な観点」は第ヱ0粂の収容期限に関する条文にも反映

されていた。即ち、強制保護収容は一般社会で犯した罪の重さに相当する罰を

購う場ではなく、収容所での生活は社会復帰に向けた準備であり、そのために

予め収容期間を定めることをしていないのである。第2条は、一方において労

働教育に「成果がない」場合や、国民あるいは本人の保護のために必要である

㌶

Aya8（1998），79貢参照。
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場合には、強制保護収容が継続して行なわれることを排除するものではなかっ

たが、他方においては裁判所に対して定期的に収容継続の必要性を審査するこ

とを義務付け、不必要な収容を防ぐための手段を確保していた。こうしてここ

では、社会復帰に必要な準備期間が各個人により異なるため、収容年限に関す

る具体的な数値を条文に盛り込まないという手法がそれぞれの被収容者の実状

に適した措置を可能とすると強調されていた。そこにをま一方においては収容が

早期に解除されうることを、また他方においては終身収容となりうることが示

唆され、社会復帰に対する収容者ひとりひとりの意欲を促そうという意図があ

った。

しかし、このようにシュピーヴォク案にはこの強制保護収容が被収容者本人

を重視した福祉的な側面を強調しながらも、他方においては彼らが行なうべき

「有益な労働」フうミ、「強制保護収容費用の軽減」の一助となることを「特に重

要なこと」であるとの認識もあった。即ち、被収容者が行なう施設内での労働

は、収容施設の管理運営経費捻出手段としても重要な位置付けを担わされてい

たのである。世界経済恐慌以降の強制保護収容に関する議論においては、施設

運営費に関する配慮は国家財政が逼迫するにつれてますます重要な要因として

位置付けられていったが、このシュピーヴォク案もまたこうした時代の流れの

中にあったのである。

4．4手続き

4．4．1収容申請権者：シュピーヴォク案では、保護収容の申請権は強制保護収

容必要者、その配偶者、地区。州保護連盟及び少年局、ナチ党管区。大管区指

導部の民族福祉事業局及び民族保健局等に加えて、最後に検察庁が挙げられて

いる。（第4粂）ドイツ官民福祉協会は検察側にも申爵権を与えた理由として、

刑事手続きと強制保護収容手続きとが直接的に結びついた事例が生じているこ

とを考慮したものであるとの簡単な説明を加えているが、検察は収容裁定には

加わらないことを考慮すれば、シュピーヴォク案全体における検察の地位はそ

れほど高いものではなかったと判断できる。

4．4．2裁定機関：特別な規定がない限りにおいて、強制保護収容は区裁判所に

付置された後見裁判所による「非訟事件」（鉦eiwillige Gericbtsb訂keit）の手続

きを経て命じられることになっていた。（第3条）ドイツ官民福祉協会は強制

保護収容の裁定を行なう機関として行政機関、行政裁判所、そして通常の裁判

所という三つの選択肢を検討したうえで、結局第三実に、しかも後見裁判所に
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その権限を委ねるという選択を行なった。その理由は、この裁判所が当該の強

制保護収容必要者に対する権利関係や禁治産、保護観察、後見人の状況、更に

は矯正教育等に関わる諸間凄を最もよく掌握している機関であるためであっ

た。またこの事続きが、裁判所が私人の生活関係に関してその監督や後見を目

的として処分や命令を下すという「非訟事件」手続きと規定されたのは、従来

の保護教育に関する案件処理の方法に倣ったためであった。ここで注目してお

くべきことは、強制保護収容の申請権者の問題と同様に、このシュピーヴォク

案が強制保護収容の裁定において行政機関、取り分け警察と如何なる距離を保

とうとしていたかということである。この間題は一別稿で言及するとおり一取

り分け第二次世界大戦開戦後に活発になる「共同体異分子の処遇に関する法律」

案をめぐる議論の中でも大きな争点となる。しかもそれは、当該の法律の本質

をどのように位置付けるかという根本的な問題とも関わる重要な問題であっ

た。即ち、「強制保護必要者」や「共同体異分子」の処遇が、保護。福祉とい

う当該者に対する社会的権利の観点からとらえられるべきものであるのか、あ

るいはそれが個を越えた民族全体の利益という名の下に社会秩序維持の問題と

して議論されるべきであるのかという対立は、法務省と内務省との間で繰り広

げられる管轄をめぐる争いとも絡んで先鋭化されることになる。長年にわたり

福祉問題に関わってきたシュピ肘ヴォタが提出したこの法案は、基本的には「強

制保護必要者」の処遇を本人に対する権利を重視する形での福祉的な観点から

とらえたものであり、それぼまず収容申請権者として検察庁をも含めながらも、

申請の裁定における警察。検察の関与を排したことからも読み取ることができ

るのである。この点において刑事裁判を通した保護収容を認めたゲルル案とをま

大きく眞なっていた。

4．4．3鑑定：シュピ叫ヴォク案は後見裁判所に対し、収容裁定を行なう以前に

聴取を実施することを義務付けていた。その際には被申爵者に対して介護者を

付けることを認め、本人の権利が確保される手段を保証していた。これほゲル

ル案には見られない条文であった。更にまた、いかなる場合においても精神医

学や保護を専門とする者の鑑定を実施することを裁判所に義務付けていた。裁

判所は必要な観察を行なうことを目的として、強制保護収容必要者を最長で6

週間にわたり閉鎖施設に収容することができた。（第5粂）「荒廃の原因」を調

査することを目的としたゲルル案とは盈なり、シュピーヴォク案のこの「観察

のため」の収容の本質ほ、正確な鑑定を行なうことにあった。即ちそれは、収

容を前提として収容施設の種類を決定するための観察ではなく、収容の必要性
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そのものを正確に判断するための手段であった。また更に裁判所は革長で1年

間収容申請に対する裁定手続きを中断し、その期間強制保護必要者を保護観察

下におき、特別な義務を課して状況を見守る権限を持っていた○。（第6条）十

分な鑑定の実施や裁定手続きの中断というこうした措置は後見裁判所裁判官に

対して正確な判断材料を与え、医学的、心理学的、社会的側面からの総合的な

判断を担保するための規定であった。このように、ゲルル案に比べシュピーヴ

オク実には収容裁定に至る実質的な審査の手段がいっそう確保されていた。

4．4．4裁定：担当の裁判官は提出された収容申請書と鑑定書が第1条に規定さ

れたこの法律の目的に適うものであるかを判断することになる。すでに見た通

り、この法案は弓虫制保護収容の対象となる人物の範囲に関する詳細な規定は設

けてはいなかった。従って、収容申請に対する裁定は各裁判官に対し判断の余

地を広く残したものとなっていた。こうした方法に対してほ、収容の窓意性を

危惧する人権擁護派からの批判や、逆にまた漠然とした条文のために裁判所が

収容認可をためらう事例が増加することを危惧する警察側からの不満が並存し

ていたが、シュピーヴォク案は裁判所の良識に信頼を寄せ、また裁判に自律性

を確保する規定を設けることによりこれらの危惧を払拭しようとしていた。

後見裁判所の裁定は理由書を添えて、強制保護収容必要者（本人）、申請者及

び州保護連盟、また法律に基づく代理人などに送達しなければならなかった。

一方、裁定通知を受け取った者ほすべて、その裁定に対して異議を唱えること

ができた。しかもそれは収容に対する停止的効力が与えられていた。（第7条）㍊

上述のとおり、この法案はまた「遅滞すれば危険な場合」（beま Ge触rim

Verz咽）には、当該の保護収容必要者が実際に滞在する区域の後見裁判所は仮

収容を命じることができると規定していた。この仮収容をと対しても異議を唱え

ることは認められてをまいたが、しかしそれにより仮収容が延期されることはな
かった。（第8条）

4．5強制保護収容の執行：収容施設の管理。運営は、強制保護収容管轄官庁と

して州保護連盟の長が当たることになっていた。内務大臣ほ強制保護収容の執

行施設として相応しい施設の選定とその管理運営規定を認可することになって

Z与

収容申請に対するこうした裁定通知の送付や異議申し立てに関する規定は、－第8粂に規定

された仮収容命令と同様に－1922年に制定された全国少年福祉法（Reicbsgesetz 鮎r

JugendⅥ70b胞山姥．RGBl．ま922Ⅰ，S．633－648）の関連規定（取り分け第65、67条）に倣ったものであ

った。
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いたが、個別の事例ごとに適切な収容施設を割り振る権限は州保護連盟の長が

握っていた。シュピーヴォク案は強制保護収容を矯正教育施設や刑務所、治療

・介護施設で行なうことを認めていなかった。（第9条2項）24これらの規定

からは、．この法案が強制保護収容を通常の矯正教育や磯罪あるいは治療・介護

措置とは異なるものとして位琴付けていたことが読み取れる。即ち、上述のと

おり、シュピーヴォク実は当該者を「社会的な」人間として再び一般社会に復

帰させるための特別な訓練施設として収容施設をとらえていたのである。しか

し、シュピーヴォク実に付された解説をま、強制保護収容に対するこうした基本

的な性格付けに加えて、「州保護連盟はまた、疑いもなくすでに現在でをま非社

会的分子の処遇において最大の経験も有している」25ことを挙げて、州保護連

盟が強制保護収容施設の管理・運営を担うことを正当化している。強制保護収

容必要者を「非社会的分子」（asoziale Elemente）と明言するこうした認識は、

シュピーヴォク案もまた強制保護収容必要者個人の救済。援助と同時に、こう

した「非社会的分子」を前にした社会風紀・秩序の維持という警察的な観点か

らの処遇をも十分に視野に入れていたことを明確に示しているのである。

4．6収容解除：シュピーヴォク案は強制保護収容解除のための最終裁定を直ち

に行なうことは想定していなかった。即ち、強制保護収容の解除はいかなる場

合においてもまず、試験的に行なわれる一年間の仮解除から始められることに

なっていた。また後見裁判所にはこの仮解除期間を更に一年間延長し、当該者

が自らに与えられた義務を果すことができるかどうかを検討し、その後に解除

の裁定を行なうことが認められていた。再び強制保護収容が必要とされる状況

になった場合には、裁判所は収容解除を取り消すことができた。（第11条）こ

の法案は裁判所に対して定期的に収容継続の必要性を審査する義務を負わせた

り、収容後あるいは収容解除申請が却下された場合でも－ゲルル案の5年に比

べて大幅に短い－6カ月経過後にはまた随時新たな収容解除申請の提出を認め

ていた。（第10条）こうしてゲルル案と比較した場合、シュピ叫ヴォク案は被

収容者が一般社会に復帰する可能性を広く設けていたと言えるのである。

2ヰ

第9条はまた、25歳未満の収容者に対しては特別な部門あるいは施設を設けることを規定し

ていた。（3項）これは若年者を対象とした収容所の設置に触れたものであるが、実際にそれは

後に「少年保護収容所」qugendschutzlager）という形でモーリンゲンやウッカーマルク、リッ

ツマンシュタット（現ポーランドのり】チ）に開設されることになる。
25

Aya8（1998），78京参照。
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4．7収容費用：こうした手続きを経て行なわれる強制保護収容に関わる費用の

最終的な支払い弁済義務者は強制保護必要者やその家族であったが、（第13条）

原則としてそれは当該後見裁判所の管轄区域にある州保護連盟が担い、国がそ

の三分の一を負担することになっていた。（第12条）国が収容費用の一部を負

担する理由としては、強制保護収容により刑の執行に関わる費用が節約される

ためであると説明されている。ドイツ官民福祉協会は法案解説の申において、

強制保護収容による保護。感化は「予防的犯罪政策」（voぬeugende

Kdminalpolitik）であるとの見解を示し、行刑における費用の減額分を強制保護

収容に当てることを正当化していた。これはまた、国家財政全体が逼迫する中

での国の財政支援を正当化する試みでもあり、同時にそれまでにも多大な負担

を強いられてきた保護連盟に対する国による財政支援の義務化を表明したもの

でもあった。26

4．8シュピーヴォク案の位置：結局このシュピ…ヴォク案もまた、施行される

ことはなかった。その中心的な原因は、一方においてこの強制保護収容法案も

また収容の対象となる人物の範囲をめぐる従来からの争点を未解決のまま残し

ていたことにあり、また他方においては、このシュピーヴォク塞がナチ政権成

立後における社会問題全体の中での「荒廃者」や「非社会的人間」をめぐる問

題に対する認識の変化を十分には反映していなかったことにあった。即ち、「荒

廃者」に対する処遇の出発点においてシュピーヴォク塞が、当該者の社会復帰

の可能性に対していまだに比較的大きな信頼を寄せるという、当該者個人に対

する法的手段の確保や、取り分け福祉的な観点の下での収容を意図していたた

めであった。それは収容手続きにおける後見裁判所の地位の確保や州保護連盟

による収容所の管理。運営、更には収容解除規定の充実などに具体的に表され

ていた。しかし、清潔で等質な国家をめざすナチ政権においては、こうした問

題への対処においては、すでに個人への援助以上に「共同体異分子」に対する

社会秩序。治安の維持という観点が前面化し、その管轄がもはや福祉的な保護

。感化の領域から、秩序維持を主眼とした笹察の額域へと移りつつあった。上

述のとおり、シュピーヴォク実は一方においては強制保護収容と犯罪予防政策

との相互関連を認めながらも、他方においては収容所の管理。運営を州保護連

盟の管轄とすることで、強制保護収容の持つ福祉的な性格を維持し、行刑措置

26

同上。
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に対しては一線を画そうと意図していた。このように内務省、取り分け啓察に

とってこのシュピーヴォク案は「非社会的人間」の処遇に対する認識そのもの

が不十分な法案であり、加えて自らの地位があまりにも軽んじられている法案

として、〉それは賛同することが不可能なものであった。

Ⅴ。ドイツ絃アカデミー社会福祉。保健絃豪農会の大綱

5．1基本的性格。目的・効果：これまで見てきたように、ナチ政権誕生後にお

いても強制保護収容法をめぐる議論をま、一方においては治安維持に主眼を置く

立場や、他方においては福祉的な観点への配慮を重視した立場など多様な様相

を示し、争点は相変わらず未解決のままであった。こうした中で、戦争に向け

た準備が次第に整えられつつあった1939年3月2日にはドイツ法アカデミー

社会福祉争保護法委員会（Ausscbuβ鮎rWoblねbれS－undF汝SOrgereCbtderAka－

demie払rDeutsches汲echt）が26項目にわたる強制保護収容法再編大綱（Leit－

SatZeZurNeugestaltungdesBeⅥ7abmngsreciltS）を発表している。27

この社会福祉。保護法委員会は、非社会的行為により一般市民に危害を与え

る人間を予防拘禁（Vorbeugungsba氏）するために1937年12月に内務省が発

表した「警察による予防的犯罪撲滅令」（ErlaβdesReichs－undpreu以schenMト

nisters des‡nnem tiber die vorbeugende Verbrecherbe始mp如ng durcb die

Polizei）を受けて1938年に設立された。メンバーは委員長としてナチ民族福

祉事業団本部局長エーリヒ。ヒルゲンフェルト、副委員長ならびにこの委員会

の実質的な推進役ハンスーゲオルク。バラリン、内務省からはフl」ッツ。ルパ

ート、刑事。治安轡察の代表としてハインツ。エーハウスらの他に、法務省、

労働省などからの委員がいた。28

1938年4月29日の初会合の挨拶の中でアカデミー副会長エムゲは、ナチズ

ムに基づく社会福祉法の目的が、民族に対する自己の義務を果たすことが可能

な、健全で有能な家庭を創造し、維持することにあるとの基本認識を示し、援

助を必要とするすべての人間を平等に扱うことはナチズムの原理に反すること

であると明確に宣言した。即ち、ドイツ民族にとって有益な人間を引き立て、

27

この大網は1938年8月のアカデミー委員会において討議されていた。（本稿資料3参照。但

し、26項目にわたる大網の後に付された理由書は本稿では省略）
28

sch血erと，Wemer（brsg．）：A如dg純音eβγβg従ねCゐgs彪c如j9詔－j9凄5．伽わ鬼ogggdgγ血5SCぁぉsg；

βdβ．Frank魚1rぴM1999．XXXVII‡貢以下参照。
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社会に危険をもたらす非社会的な人間を排除することこそ社会福祉の責務であ

ると断言した。こうしてエムゲは社会福祉の基本が「国民の健康」

（Volksges11ndbeit）を維持することにあるとし、個としての権利を超えた共同

体の権利を優先する法整備を主張した。その中で強制保護収容法は民族共同体

にとって危険な非社会的人間を「無害化する」（unsch弧ichmacben）ための手

段として位置付けられた。エムゲはまた、従来の法律一例えば1933年11月

の常習犯罪者に対する法律（Gesetz g喝en ge会払出iche Gewobnbeitsve血ec払er

und肋erM誠regelnderSicberungundBewa払m喝）…が取り締まりの対象を最

も危険な荒廃者に限定しすぎ、治安維持の観点からはその機能が十分に発揮さ

れていないことを指摘し、可罰的行為を行なう以前に荒廃者を収容するという

予防的側面を強調した強制保護収容法の必要性を唱えていた。29

1938年8月19β0日にハンブルクにおいて開催された委員会では、それに

先立ち配布され、回収されたアンケート結果を参照しながら、強制保護収容法

案の作成に向けた議論が交わされた。30その席でバラリンもまた上述のエムゲ

同様に、ナチズム的な意味における社会福祉の立場から、国民に奮を与える者

（Volkssch細1inge）を撲滅するための措置としての強制保護収容法を唱えた。

しかし他方において彼ほ、強制保護収容が強制保護収容専門の裁判官によって

命じられる保護措置であり、不正を償うための刑罰的な措置とは異なることを

も終始主張した。即ち、非社会的人間の問題（Åsozialentum）は保護担当機関

が管轄する任務であることに固執していた。

こうしてアカデミー案もまたシュピーヴォク案と同様に、福祉問題としての

荒廃者の処遇という視点を含んではいたが、しかし、そこには同時に公安への

配慮を重視した立場から、荒廃者に対する厳しい糾弾もなされていた。エムゲ

やバラリンに代表された見解ほこのアカデミー大網に付された理由書の中にお

いては以下のように結実された：

非社会的な荒廃者に対する強制保護収容法の必要性は、取り分け日々こう

した分子に対して世話を行なう義務を負う人々や、彼らと格闘している人

々すべてから強く唱えられている。保護担当官庁、矯正教育施設、困窮者

。浮浪者収容施設、矯正労働所、また何といっても殊にナチ民族福祉事業

か

同上、535貢以下参照。

訓

このアンケートの内容に関しては、同上577－579貢参照。
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団がこうした非社会的人間を対象とした強制保護収容を可能とする武器を

要求している。

非社会的人間によって惹き起こされる苛立たしい事態ほ、荒廃者を収容す

ることによってのみ取り除くことが可能である。強制保護収容法を求める

要求は全くもって十分に当を得たものである。この法律は、一方において

をま荒廃した人々全体に迫り来る危険を撲滅し、他方においては彼らを秩序

ある生活へと引き戻し、あるいは彼ら自身のために彼らを強制的に保護収

容するための、最も厳しい最終的な手段となるべきものである。こうした

非社会的人間は家族や民族、そして国家に対して健康面や道徳面、心理的、

そして経済的な側面においてつねに重大な損害の源となっている。毎年こ

うした荒廃者によって何百万もの貴重な財産が破壊されている。労働力と

してのこうした分子が行なう不完全な活動によって、民族共同体が蒙る被

害は毎年何百万にも達している。民族共同体にとって役に立たないこうし

た人間を維持するために、途方もない額の経費が保護局や少年局から支出

されている。取り分け驚察や行政当局、司法当局が荒廃者に対する戦いの

ために支出する金額は莫大なものとなっている。身内や、彼らの矯正。感

化教育に携わる者、監督者、さらには被害を受けた人々に対して彼らIが与

えている精神的な苦痛は、大抵の場合には耐えがたいをまどのものとなって

いる。強制保護収容という手段にほ三つの大きな効果がある：1．こうした

荒廃者は、自由の剥奪というダモクレスの剣の下に持続的におかれるため、

それは彼らに対しては教育的な効果を発揮する。2．それはこうした分子が

惹き起こす迷惑行為や損害から民族共同体を守る効果を発揮する。3．他の

拘禁施設に対する支出が次第に不必要となるため、それは国庫負担を軽減

する効果を発揮する。31

アカデミー大綱に付されたこの理由書は、冒頭において強制保護収容法が多

くの人々から望まれていることを挙げてその成立の必要性を説いている。注目

すべきことほそこに挙をブられた大半の組織が福祉関連の機関であるということ

である。即ち、この理由書からはまず、アカデミ…寒が主に福祉担当の諸機関

からの要請を考慮したものであることが分る。しかし他方において、第二段以

降の論調は明らかに「民族共同体にとって役に立たない」非社会的な荒廃者が

31Aya8（1998），204京。
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一般社会に対して惹き起こしている損害を糾弾し、その上で彼らを一般社会か
ら排除し、隔離施設に収容することの正当性を説いている。即ち、ここでは一

般社会の秩序維持と経済的損害の回避という治安。財政上の観点が前面に押し

出されている。このようにアカデミー案の理由書からは、第二次世界大戦直前

のナチ政権下での福祉理念の立脚点とその任務が「荒廃者」個人の救済と社会

復帰に向けた支援から、共同体の安全と財政支出の効率化という次元へとその

中心課題を変化させていたことが明らかになる。

また、強制保護収容法が生み出す三つの効果の冒頭に「教育的な効果」を挙

げながらも、ここで強調されるのは、閉鎖施設に隔離した中で行なわれる、「国

庫負担を軽減する」ことが大いに期待されている作業を通した効果であり、そ

れは強制力を背景として身体を通して浸透させられる社会的規律化、即ちナチ

的な意味での社会順応効果である。

また更にこの理由書は、強制保護収容（Bewabmng）が拘禁（Venvabmng）とは

異なる目的を追求し、その達成には後者とは異なる手段を用いて作業が行なわ

れなければならないとして、強制保護収容における労働が拘禁施設における労

働とは質を異にするものであることを強調している。32しかし、実際にそこで

強調さ．れているのは、収容施設で行なわれる労働の漉罪的性格の否定や一般社

会への復帰準備という性格以上に、施設の独立採算制への貢献という意義であ

った。それは収容施設の運営経費に関する以下の説明からも読みとることがで

きるのである。

5．2収容施設の運営費用：ゲルル案と同様にアカデミー案は理由書において施

設運営費の見積もりに言及している。それに拠れば、運営経費は収容者ひとり

一日当たり2，75RMと算出されていた。その内訳は、食費として0，80RM；シ

ーツ、洗斉吋、暖房、光熱費などが含まれる宿舎費0，50RM；衣服。下着0，60RM

；管理運営費0，60RM；小遣い0，25RMであった。しかしここで、小遣いは名

目上は一日0，25RMと見積もられてはいたが、実際にはその半額のみの支給と

当初から計画されていた。残りの半分は退所時あるいは葬儀用として蓄えられ

ることになっていた。後者の場合には残額は費用負担者、即ち州保護連盟に帰

属することになっていた。一方、一日8時間の労働賃金は、「労働能力あり」

とされた人々のケガや病気、怠業による欠損をも考慮した上で、（0，23×8＝）

32

同上、206貢参照。
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1，84RMと見積もられていた。労働によって得られる貸金を収容施設の運営費

として恒常的に収入項目に組み入れることにより、収容施設に対して必要とさ

れる一日の援助額は、最終的にほ労働日一日約1，00毘Mと見積もられていた。33

こうしてこの理由書ほ、強制保護収容に関わる公的財政支出が従来に比べて

著しく軽減されることを強調していた。長期療養者や高齢者など、労働不能者

への対処ほ「限定申に労働が可能な」（bescb泊nkta油eits£払ig）収容者が担当
することになっていた。このように労働可能者は直接的な経済活動や、あるい

は労働不可能な収容者に対する介護による東献という形で、収容施設の運営経

費負担者として重要な役割を担うことになっていた。しかしまたこれとは逆に、

この理由書は確病荒廃者など労働不可能者は病院へ入院させるとし、彼らが労

働不可能なまま強制保護収容施設に入所し、国家財政に対して負担を強いるこ

とがないよう注意を払うべきであるとしていた。このように1938年6月のア

カデミー委員会における議論では、バラリンは費用負担を軽減するために強制

保護収容の対象者の範囲を限定することを主張したが、他方において黎察を代

表するエーハウスは、警察が労働可能者を矯正労働所に収容し、労働不可能者

こそ強制保護収容の対象とすべきであると主張していた。34 このように財政問

題が前面化される申にあって、労働不可能者の処遇は馨察だけではなく∴保護

関係者にとっても大きな問題となっていた。結局、強制保護収容施設の収容経

費に関してアカデミー案の理由書は、収容された非社会的人間がそれまで社会

に対して与えてきた損害の大きさを指摘し、収容所への財政支出が行刑項目か

ら福祉項目への支出項目の変イヒに過ぎず、しかもそれは実質的にほ「公的資金

を従来以上に有意義に支出」する措置であると説明し、「福祉」部門に対する

名目上の支出増加に理解を得ようと試みていた。こうした立場に立ってアカデ

ミ…大綱は強制保護収容に関連する費用の負担に閲し、次のような規定を設け

ていた。即ち、収容審理に対する費用は収容命令が下された場合には原則とし

て被収容者本人の負担とし、本人に支払能力が欠如し、あるいは収容申請が却

下された場合には国庫（詑eic払s奴asse）負担としている。（大綱23）支払能力の欠

如、あるいは収容申請却下の場合の審理費用負担者として、ゲルル寒が「司法」

当局を名指ししていたのに対して、アカデミー案ぼ広く「国庫」負担と位置付

㍊

同上、204－205賞参照。

34

警察は収容した労働可能者を「4カ年計画」の労働に投入しようとしていた。（Scbubert前掲

番、ⅩLI及び576貢参照）
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けていることに注目する必要がある。即ち、アカデミー寒が国庫に募る負担と

定めたことは、この法律が優生裁判所（Eぬgesundbeitsgedcbt）35の手続きに倣

ったものであること、また公的利益を保護するためのものであることを踏まえ

ただけではなく、先に見たとおり、そこには裁判所に対して裁定の中立性を確

保しようという、内務省への対抗意識も存在していたととらえることができる

のである。

5．3収容対象者の範囲：当時のドイツにおいて、強制保護収容必要者は10万

人以下とも50万人とも見積もられていた。この数値に示された大きな差は、

主に強制保護収容必要者の条件をどのようにとらえるかということによるもの

であった。換言すれば、それは収容対象者の範囲をめぐるヴァイマル共和国時

代からの議論が未解決のままに残されていたという事実を露呈するものであっ

た。この間題に関してアカデミ…案は理由書の中で、病名や症例を具体的に挙

げて列挙するような形での対象人物範囲の限定は、収容申請の現場において判

断を迷わせる新たな事例をつねに浮上させ、それによって収容が必要以上に狭

められることになるとの認識に立ち、強制保護収容の対象となる人間に関する

具体的な記述を条文に盛り込むことを当初から放棄したと説明している。即ち

アカデミー案は、一方においては弓虫制保護収容必要者の構成要件を症例的に範

疇化しながら列挙して規格化し、条文に盛り込むことを意図的に避け、収容の

可能性を広く設定しながらも、他方においては－上述のとおり一費用負担の増

大を危惧し、その範囲を限定しようとする矛盾に満ちたものでもあった。理由

書は強制保護収容必要者の条件を以下のように説明していた：36

1，身体的、精神的、道徳的あるいは経済的観点において荒廃があること、あ

るいをま荒廃の危険が迫っていること。即ち：

1）身体的荒廃に起因する強制保護必要者：この範疇に属するものとして

はまず第一に、法的。道徳的義務を遵守しない伝染病羅患者、更には慢性

的な病弱着である。しかしここで重要なことは、荒廃の事実あるいは荒廃

諮「遺伝的疾患を持つ子孫を予防するための法律」（Gesetz zur Verh心血1ng des erbkranken

Nacbwuc‡lSeS：1933年7月14日）を受けて1933年7月に設置された特別裁判所。法廷は裁判長

としての職業裁判官と、医師二名から成る陪席裁判官で構成された。
灘

Aya8（199軌206－208貢及び大綱1参照。
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が迫っているという危険性の存在の確定そのもの以上に、そのような荒廃

に結びつく原因こそが、荒廃撲滅のための手段の選択に対して「決定的な

役割を果たす」と認識されていたことである。そこでゲルル案と同様にア

カデミー案もまた、裁判所に対して「荒廃の原因」を調査するための施設

への収容を認めていた。（大綱14）アカデミ】案は強制保護収容必要者の

中でも、アルコールや麻薬依存者などで「その状況を取り除くことができ

る見込み」（AussichtaufeineBeseiti糾ngibresZustands）がある者は特別

施設（Spezialanstalt）に収容し、それ以外の者に対しては強制保護収容施設

を割り当てると規定していた。（大綱2）37こうしてアカデミー実におい

ては狭い意味での「強制保護収容施設」への収容は、原因調査の結果「そ

の状況を取り除く」ことができない者、即ち、その荒廃が遺伝的な原因に

よる者や「教育不可能者」を対象としたものであった。換言すれば、その

収容は終身収容を意味していたことになるのである。

2）道徳的荒廃に起因する強制保護必要者：道徳規範から逸脱する行動を

とる着であり、多くの場合には「常軌を逸した」（anomal）人間である。

こうした人間は強制保護収容法に基づく措置の発動において「最も重要な

位置を占める」と見なされていた。例えば、性病に確りながらも生業とし

て売春を行なっている者や、その怠惰な態度や病気のために常時公的な財

政支出を強いている無定見な労働忌避者や物乞い、更には浮浪者がこの構

成要件を満たすとされた。

3）精神的荒廃に起因する強制保護必要者：この範疇には、自分が抱く観

念が正常ではないことを自ら理解する能力が欠如している思考錯乱者など

が含まれていた。即ち、その障害が器質に基づく精神病者や精神薄弱者、

更にまた、精神病質者などであった。

4）経済的荒廃に起因する強制保護必要者：強制保護収容法に占める位置

付けをま高いものではなかったが、「荒廃」の概念の中にはまた、貧困や年

齢による衰え、軽率な行為、節度に対する感覚の欠如などに起因する「経

済的に異常な状態」にある生活を営む者も含まれていた。

2．こうした人々の中で、自らの力で荒廃した状況から抜け出ることができな

37

同上、208貢参照。アカデミ叩委員会をま、適切な家庭を見出すことが困難であることを挙げ、

篤志家の家庭における収容には否定的な見解を示した。また、少年に対しては更に特別な収容施

設を設ける必要性を示唆していた。（Schuberヒ前掲書、553頁及び564貢参照）
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いこと、あるいはその意志が欠如していること

3．社会に対する危険性が存在していること

4．荒廃を取り除くためには他の手段では不十分であること38
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上記の通り、このアカデミー案の起草者は一方においてはゲルル案と同様に

荒廃者の糾弾と治安政策への配慮を示しながらも、他方においてほまた強制保

護収容が行刑的な目的のためのものであってはならず、保護。感化的な性格

（血rsorgerischerCbarakter）を持たせるべきであると指摘している。39更にま

たこのアカデミー実は「非社会的人間」（Asoziale）と「反社会的人間」

（Antisoziale）を明確に区別し、目指すべき法案が遺伝的、あるいは後天的に生

じた障害（Sc始den）のために秩序ある共同体生活を送ることができない、あ

るいはその意志のない「非社会的人間」のみを対象にし、「大抵は犯罪者であ

る」「反社会的人間」は強制保護収容の視野には入らないことを強調している。

即ち、後者は強制保護収容（BeⅥrab和昭）ではなく、刑法に基づく「保安拘禁」

（Sicheru喝SVerWahrung）によって処遇されるべきであると唱えていた。40

ここで収容条件として三番目に示された「荒廃が社会に対して及ぼす危険性」

（Sozialge鮎rlicblくeitder Verwahrユosung）とは、刑法上の可罰行為の存在を絶

対的な前提条件とはしていなかった0キこで想定されていた人間とは「受動的

非社会的人間」（passiveÅsoziale）と呼ばれた人々で、彼等は刑法にはまったく

抵触しない生活を営みながらも、民族共同体に対して堪え難い負担をもたらす

人々であった。それは例えば、秩序ある家庭生活を著しく阻害したり、費用を

自ら負担するととなく他者の援助に頼って病院やその他の施設を利用する人々

であった。即ち、金銭的。道徳的側面において民族共同体の安定と秩序に脅威

を与えると見なされた人々であった。こうした「受動的非社会的人間」を収容

する目的はまず…可能である場合には－彼らからその受動性を取り除き、彼ら

が秩序ある共同体生活を遂行できるように「教育」することであった。41

胡

アカデミ…委員会では収容対象者としては具体的には教育不可能な感化教育受講者、アルコ

ール依存者、労働不可能者、高齢の移動生活者、労働忌避者などが挙げられていた。（艶buberヒ
前掲書、536，549頁参照）

：与9

Ayaβ（1998），S．206参照。

‘州 同上、またSchtlberと前掲書、ⅩLI貢参照。

11schubert前掲書、550貢参照。
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5．4収容手続き：アカデミ｝案ほシュピーヴォク案やゲルル案とは異なり、強

制保護収容申請権者と。して、一方においては濫用を避けるために強制保護収容

必要者本人やその配偶者など私的個人を排除していたが、他方においては福祉

機関や保健局に留まらず、警察、検察庁、更にはナチ民族福祉事業団などをも

含めていた。（大綱6、7）即ち、アカデミい案はまず申請権者の中に警察や党

機関を含めることにより、強制保護収容法の運用における警察や党の意思を反

映させる手段を確保していた。また他の二案と同様に、アカデミー案もこの法

律の適用範囲に関する詳細な規定を盛り込まなかった。それは保護収容命令を

発する官庁、即ち後見裁判所をその実質とする「強制保護収容裁判所」（大綱

5、8、9）に広範な判断の余地を与えたかのように思えたが、しかし実際に

はそれは全く逆であった。即ち、アカデミい実の理由書は、裁判所は大網1に

示された収容条件がわずかでも認められる場合には必ず強制保護収容を命じな

ければならないとの解釈を示していた。即ち、裁判所は一方において予め条文

に定められた詳細な収容条件への該当性を審査するという煩雑な手続きを省略

することができたが、他方においては収容条件への該当性に幾ばくかの疑念が

残る事例においても広く収容裁定を下さなければならないという任務を負って

いたことになる。換言すれば、収容裁定における裁判所の判断の余地は決して

広いものではなかった。42更にアカデミー案もまた、収容審査において裁判所

は医学的あるいは心理学的鑑定に関する規定を設けてはいたが、しかしゲルル

案やシュピーヴォク案とは異なり、これは裁判所に対して、すべての収容審査

案件を対象として鑑定を実施することを義務付けた規定ではなかった。それは

裁判所の権限として認められただけのものであった。（大綱15）即ち、裁判所

は専門家による鑑定書のないままに裁定を行なうことも可能であった。

鑑定書に関するこうした規定ほ、収容裁定の審理を行なう法廷の構成とも関

係があった。上記の二案とをま大きく異なり、収容申請の裁定に当たる法廷に閲

しアカデミー実は強制保護収容裁判所の構成に関する規定を盛り込んでいた。

それに拠れば、後見裁判所に付置される強制保護収容裁判所の法廷は、裁判長

としての後見裁判所裁判官一名に加え、二名の陪席裁判官を置いていた。しか

もその陪席裁判官は、公的機関あるいは民族保健局の医師一名と、公的社会福

祉機関あるいはナチ民族福祉事業団の代表者一名から構成されることにな

12

Aya8（1998），208貢及びSchuberヒ前掲書、569貢参照。
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つていた。（大網11）舶こうしてアカデミー案は、ノー方においては収容審査の

中に陪席裁判官として医師や福祉機関の代表者を含めることによって、第三者

による鑑定の省略を可能としながらも収容判断の中に医学的、社会福祉的な観

点を反映させる手段を確保し、他方においてはその審理の中に陪席裁判官を通

してナチ党の見解を反映させるための手段をも同時に確保していたことに注目

しておく必要がある。

アカデミー案はまた、収容解除申請に関する規定においてシュピーヴォク案

を基本としたゲルル案との折衷的性格の規定を盛り込ませていた。上述のとお

りアカデミー案は強制保護収容申請権者として強制保護収容必要者本人を含ん

でほいなかったが、収容解除に関しては被収容者本人にもその申請権を認めて

いた。再び荒廃に陥ることを拒む意志と能力があると判断された収容者に対し

ては収容解除が行なわれることになっていた。しかしここで注目すべきことは、

アカデミ…案ほ裁判所が職権により独自に解除条件への該当性を審査し、収容

解除を行なうことを認めていたという点である。（大綱21）また、解除申請が

却下された場合には、新たな解除申爵は－ゲルル案と同様に－その後5年間は

提出が認められなかったが、例外としてアカデミ｝案は収容施設の長に対して

は随時新たな解除申請を行なうことを認めていた。（大綱22）即ち、被収容者

の状況を最もよく把接する立場にある収容施設長に対して随時解除申請を行な

う権利を認めたこと、更には裁判所に対して職権による収容解除の審査を認め

たことほ、収容目的を満たした収容者が早期に一般社会に復帰できる手段を条

文の上で確保していたことになるのである。舶

5．5弓虫制保護収容法の位置付け：アカデミ｝祭の理由書は、この強制保護収容

接が強制力をもって国民を隔離施設に収容するという、数多くの既存の規定の

中でも「最も厳しい最終的な手段」であり、それはいかなる場合においても補

助的にのみ適用されることを強調していた。即ちそれは、他の規定がある場合

にはそれが強制保護収容絃に優先されることを意味していた。しかしまたこの

理由書は、非社会的人間に対する福祉的な保護収容は警察の任務ではなく、公

脇

更に、上級地方裁判所付置の強制保護収容上級裁判所が上訴のための裁判所として設置され、

最終的な裁定を担当することになっていた。（大網20〉

舶

アカデミ叩案は、一方において収容解除申請の却下に対する即時抗告権を確保していたが、

同時また他方において、解除申繚が認可された場合には当該者に対する収容申繚を行なった者に

対しても即時抗告権を与えていた。（大綱22）
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的保護の任務であることを明言し、感驚察との立場の相違を明確にすると同時

に、強制保護収容は驚察によって命じられる自由の剥奪に対しては優先する、

（大綱3）と両者の優先関係を規定している。ここでとくに強調されているの

は「強制保護収容は刑罰の一種ではなく、第一に当該者のための教育的で福祉

的な目的を追求している」という点であった。46こうした観点に立ってアカデ

ミー実の理由書は被収容者がこの収容を刑罰と認識することがないよう、また

この収容の目的が教育と保護にあることを施設職員が自覚するよう求めてい

る。47こうして一方においてアカデミー案は強制保護収容における教育的立場

を強調し、福祉的な側面を示してはいたが、しかし他方において、強制保護収

容が予め収容期間を定めずに（大綱2）一場合によってほ生涯にわたり一個人

の自由を奪うものであることに対しては、民族共同体の利益というナチズムに

彩られたイデオロギーを前面に押し出し、次のように正当化していた：

国家社会主義は自由主義的な国家を拒否する。個人の権利と自由は民族共

同体の理念と矛盾しない限りにおいてのみ守られるべきである。しかし、

いかなるドイツ民族同胞も自らの自由や財産が狭められるのは、ただ公益

や圧倒的にそ和が共同体の利益になるという場合であるということを意識

しておくべきである。このことによって国家社会主義国家は共産主義とは

峻別されるのである。後者は強制を絶対視し、権力者の好みと機嫌次第で

姦意的に市民の自由に介入するのである。鵡

このようこの理由書は、一方において自由主義の否定や共産主義とナチズム

の相違を説明し、また個人の権利に対する制限の濫用を戒めてはいるが、他方

においては「共同体の利益」という曖昧な概念を詳細に定義することもないま

まに強調することにより自由権の制限に広く道を開いていた。アカデミー案の

理由書はこうした観点の下で強制保護収容の規定全体が公的な性格を持ち、公

共の保護という観点からなされることを強調することにより、アカデミー案が

公益を優先し、共同体の秩序維持に責献するものであることを前面に押し出し

45

Aya乃（199釦，208貢参照。
46

同上、209貢、大綱4参照。

47

同上、208貢参照。

48

同上、209貢。
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ている。こうしてここでも、個に対する共同体優先の原理が貫かれていること

が明確化された。即ち、アカデミー実は強制保護収容に関わる福祉的な側面を

強調しながらも、同時に多分にナチズム的な色合いの濃い共同体優先の原理を

持ち出し、警察的な側面への傾斜を露呈していた。アカデミー案とは結局、ゲ

ルル案への配慮を大幅に取り入れたシュピーヴォク案の修正案、即ち両者の折
衷案であったと理解することができるのである。

Ⅵ．結簿

ナチ政権成立直後からベルリンやハンブルクを初めとした幾つかの都市にお

いては、既存の法律をナチ的な解釈の下に運用され、その実質においては目指

すべき強制保護収容と同等な処遇がすでに実施されていた。従って、これらの

都市では「非社会的人間」に対して自らの意図に沿った処遇を行なうためには、

強制保護収容法の存在は必ずしも絶対的に必要なものではなくなっていた。こ

うして強制保護収容法を欠きながらも実質的にはその目的が達成可能であると

いう事実を背景にし、一部の都市においては法案成立への情熱が希薄化しては

いたが、他方においては依然として法律制定への要望は大きかった。その背景

には非社会的人間の問題に対する処遇が大きな社会問題となっていたという理

由だけではなく、他にも幾つかの事情が存在していた。まず第一に、刑事法を

援用しての収容に対する保護関係者からの憂慮が挙げられる。また、第二の理

由として画一化政策の下にナチ政権が全国一律の処遇を目指していたこと、即

ち、地域によって対応が異なっていた「非社会的人間」に対する処遇を、党に

権力を集中させた形での統一的な規範に基づいて実施しようと目指されたため

であった。更に第三に、独自に収容を実施していた都市もまた、財政状況が逼

迫する中で収容に関わる費用を国が負担するための制度を望み、模索していた

ためである。

こうして「荒廃者」や「非社会的人間」に対する処遇実のひとつである強制

保護収容法をめぐる議論は、ヴァイマル共和国時代における議論を引き継ぐ形

でナチ政権下においても続けられ、幾つかの法案として結実した。これまで見

てきたように、これらの法案はナチ。イデオロギーの影響を受けながらも福祉

的観点に立つ法案や、社会秩序の維持を主眼とした排除。隔離政策的な目的を

追求した法案などその性格はさまざまであった。政権成立後まもなく移動生活

者や労働忌避者、物乞い、売春婦などに対する大掛かりな取締りに着手したナ

チ政権の対応から、強制保護収容法案に対しては早期実現への期待が高まって
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いた。しかし、それは結局実現することはなかった。この法律が収容の対象と

する人間の範囲に関しての争点は、ヴァイマル共和国時代と同様に、ナチ政権

成立以降に提出された法案においても全く解決されることはなかった。本稿で

検討したゲルル案、シュピーヴォク案そしてアカデミー案は終身収容をも視野

に入れ、予め期限を設けない不定期の収容を規定に盛り込み、後見裁判所を収

容裁定の主たる機関として定めるなど共通点も多かった。しかし、煩雑な議論

を回避し、成立を容易にするために意図して適用対象者に関する詳細な規定を

排除したこれらの法案もまた逆に、その収容対象者に関する定義の不明確さが

議論を紛糾させていた。即ち、一方においては定義の不明確さに起因する収容

権濫用への危惧があり、他方においてほ、定義の曖昧さに起因する収容対象外

事例の増加への危惧があった。目指すべき法案の基本的性格に閲し、福祉的な

立場と治安維持を優先する立場との相違は、収容裁定手続きにおける鑑定のあ

り方や収容継続あるいは収容解除手続きに関する規定、更には収容裁定手続き

や施設での収容そのものに対する費用負担に関する規定の中に具体的に表現さ

れていた。

ゲルル案やアカデミ叫案において見たように、荒廃の原因を調査するための

収容ほ最終的にほ遺伝的障害者や「教育不可能者」を選別する作業であり’、「そ

の目的が達するまで」の収容が予定されていたこれらの法案においては、彼ら

に対する収容は終身収容を意味していた。このようにその本質において強制保

護収容とは、「社会浄化」を目的とした強制収容所への収容と同一の思想に基

づくものであったといえるのであも。提出されたさまざまな法案においては第

二次世界大戦を前にした状況を反映して、収容裁定における響察と党機関の関

与が着実に確保されていくことになる。即ち、「非社会的人間」の処遇問題に

おける内務省の地位が高められていったのである。

アカデミー案に対しては、一方においては収容手続きにおける地位の低さを

批判する保護関連機関からの不満と同時に、他方においては福祉や保護の観点

を重視する基本姿勢に対する警察や内務省の側からの批判も大きかった。こう

した流れの中で内務省が前面に登場し、「非社会的人間」というレッテルは次

第に「共同体異分子」へと変化し、これまで以上にその非社会性と危険性が強

調され、一般社会からの排除と隔離施設への収容が弓轟く求められるようになる。

こうして強制保護収容法実現への運動は、1940年前後を中心に「共同体異分

子の処遇に関する法律」の実現運動へと質を変えながら引き継がれていくこと

になる。「共同体異分子」をめぐるこの議論においては、収容対象者に関わる
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条文に起因する内務省と法務省の見解の相違や管轄権争いが先鋭化されるだけ

ではなく、そこには犯罪生物学的観点の導入や断種規定の盛り込みなど、社会

ダーヴィニズムの観点に立脚した新たな厳しい処遇方法が示されることにな

る。

最後に強調しておくべきことは、こうした強制保護収容の議論がナチ政権下

でのみ行なわれたものではないこと、即ち、それは社会福祉国家と呼ばれてい

たヴァイマル共和国時代においても既に活発に議論され、しかも第二次世界大

戦後もまたそれは引き継がれ、遂には法律として成立したということである。

（Bewabmngsgesetz，1961年）こうしてヴァイマル共和国、ナチ政権下、そし

て戦後においても議論された強制保護収容法を貫く理念の連続性あるいは非連

続性を探る研究は今後の課題となる。しかしその前にこ 次稿においては1940

年前後に強制保護収容法を引き継ぐ形で行なわれた「共同体異分子の処遇に関

する法律」をめぐる議論を公文書の記録に拠りながら、内務省と法務省との間

の対立を軸に考察していくことにする。
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資料1

Entw旺げ des Re良ye‡l七e‡1im Ha㍑p忠良mt 鑑汝 Vol駄swoぬぬ払rt beider

汲eicぬslei紬ngde㌻ⅣSめÅp Dr．恥㌻．Bmmo Ge訂息触ein鮎va壬ImlnまSgeSetZ

佃er誠n，．1．∬a‡1硯盈㌢且93釦1

‡．Matede11erTeil

§1

EinVerwabrloster，dereineerbeblichesoziale Geねhrbildet，WirdbeⅥ7ahrt，Wenn

ersicbderVerwabrlosungdurcbeigeneHi触nicbtentziebenkannoderwillund

andereMittelzuihrerBeseltlgungnichtausreicben．

VerⅣabrlostist，WerdenMindestanぬrderungenderv61kiscbenLebensordnungan

denleiblic壬Ien，gelSt唱en，SittlicbenoderwirヒSCha氏hchenZustandeinesMenschen

nicbtgeni蝮L

§2

Die Bewahmng bestebtin der Freibeitsentziehung des BeⅥrabmngsbed仏r鮎gen

aufunbestimmteZeit．

Sie erbl釦 durch Unterbringungin einer Familie，einer Spezialanstalt oder

Bewahmngsanstalt．Bestebt Aussicbt auf Besserung des Zusta‡lds，SOist der

Bewabmngsbe血r氏igelneinerFamilieoderineinerSpezialanstaltunterzubringen．

InallenanderenFallenerぬ1gtzurSicherungderGemeinscha氏血eUnterbringung

inderBewa壬1rungSanStalt．

§3

Die durcb dieses Gesetz bestimmte Unterbringung ste壬1t der Bewabrung oder

VerwabmngvonveⅣahrlostenPersonenauなmndandererGesetzenach．

ⅠⅠ．FomellerTeil

§4

Die Anordnung der Bewahrung erblgt beiVerwahrlosten，die eine stra払are

Handlungbegangenhaben，durcbstra出cbterlicheEntscbeidung．

AufBewabrunglStinderRegelnebenderStraぬzuerkennen．DasGerichtkann

die Bewabmng an Stelle der Stra由anordnen，Wenn dieねstzusetzende Straね

1β胎伽・βγ聯乃批ゐβ戯作βク節21（1936），S．36－37．（Aya8（1998），64－67貢より抜粋）
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neben der Bewabm喝VOn Ver姐tnisma月ig gennger Dalユerist oder．wenn der

ZustanddesVerwabrlostenausscblieJき呈icbdieBeⅥrabrung托Cbtferヒigも．

§ 5

InallenanderenF云11enⅥrirddieBewabmngauぎÅntr喝durcileinenmitGr血den

VerSebenen BechluJ3desVomundscba免sgericbtsangeordnet．VorderEntsc壬Iei－

dung sind ein mediziniscbes oder psycholo由sches Gutacbten，beiJugendlicben

aucbpadagogischesGutacbtendurcbSachverstandigeeinzuholen．

AufdenGangdesVeぬbrens畠ndendieVorsc払出氏endesReichsgesetzes也berdie

AngelegenbeitenderなeiwilligenGericbtsbarkeitvom17．Mai1898［RGBl．S．189：

Verf．］Anwendung，SOWeitnicbtVorscbr挽endiesesGesetzesentgegensteben．

§6

DenAntragaufBewabmngk6nnenste11enl．DerVeⅣahrloste，2．seinEbegatte，

3．seine Verwandten，SOⅥreit sie durcb die FolgenderVerwahrlosungbetro鮎n

Sind，4．dieNSV，5．dieF仏rsorgeverb急nde，6．血eJugendbeh6rdebeiJugendlicben

unter21Jabren，7．die Fiirsorgeerziebungsbeh6rden，8．血e6庁entlicben und

prlVatenEinrichtt汀唱enderGe伝おdeten－undTdnke瓜rsorge．

§ 7

DerAntrag kann beidem Amtsgericht scbr娩kcb ei一喝ereicbt oder zu Protokoll

derGesch紙sstelleangebrachtⅥ7erden．

Er solldie Angabe deribn be如ndenden Tatsachen und die Bezeicbnung der

Beweismittelenthalten．

§8

F缶rdieEinleitungdesVeぬ虹ensistdasAmtsgericbtzust急ndig，indessenBezirk

sicbderBetro鮎neau丑1畠1t．

§9

Eine UbeⅣeisung der Verhandlu一喝und Entscheidung an das Amtsgericht des

Ⅶohnsitzes des Verwahrlosten kann nacb Einleitung des Veぬhrens er払Igen，

wenn siemit RticksicbtaufdieVerhaltnissedes Betro鮎nen erわrderlichistoder

ihrkeineBedenkenentgegenste壬ユen．

Eine WeitervefWeisung beiWechseldes Auぬntbaltsorts des Verwabrlostenist

Zuはsslg．

§10

Das Gericbt hat von Amts wegen zu p畑ぬn，Ob die Voraussetzungen払r eine
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Bevabm首唱VOrliegen．DerBeko鮎neistelngehendzuverne‡lmen．

Die Vemebmung hat zu unterbleiben，Wenn Sie auなmnd eines amtsarztlichen

ZeugnlSSeSalsuntunlic壬1erSCbeint．

§11

ZurPr故知ngderUrsachenderVerwahrlosungkanndasGericbtdieUnterbringung

in einer bier鉛r gee唱neten Anstalt bis zur Dauer von secbs Wocben durcb

Beschluβano‡・dnen．

Gegen den BeschluJ3bat der Betro鮎ne，ね11s er dazu au月erstandeist，Sein

gesetzlicheごVeれreteroderein払ribnbestellterP凸egerdasRechtzurso女）托igen

Bescbwerde．

§12

DieKostendesBewabmngsverね虹enstr畠釦derBetro任ene，WennSeineBewabmng

angeordnetwordenist．‡n denF幻1endesUnvem6gens undderZtlr仏ckweisung

desAntr喝SaufBewa‡lrungtra齢dieJustizkassedieKosten．

Ist derAntrag mu紬illig geste11tⅥrOrden，SO hatbeidessen Zur仏CkⅥreisung der

Antr喝Ste呈IerdieKostendesVeぬkenszutragen．

§13

Der Vomundscba免sdcbter kannin血ingenden F畠11en die soわ托ige Bewahrung

anordnen．MitderAnordnungwirddasordentlicbeVeぬkeninLaufgesetzt．

EineAnぬcbtungdieserAnordnunglStnicbtzuはsslg．

§14

Gegen die endg以tige Anordnung der Bewahmng stebt dem Betro庁enen die

Besc壬1Werde und，ねns der Entscbeid des壬∋escbwerdegericbts auf Bewahru一喝

Iautet，血eweitereBeschwerdezu．

GegendieAblebnungdesAntragsilatderÅntragste11erdasRecbtzursoわ氏igen

Beschwerde．

§15

Das Geric壬Itkann dieNotwendigkeit weiterer Bewahmngjederzeit nachpr脆n．
Die Pr姐1ngSOllerぬIgen，WenndieAu払ebungderBeⅥ7ahmngbeantragtwird．

Den Au払ebungsantr喝k6nnen dieim §6genannten Antragsberecbtigten und

der zur Fi払mng derAu鮎cbtiiber den Bewahrヒen bestellte Anstaltsleiter oder

Familienvorstandste11en．DまeserAntでagistnicbtvorAblaufvonzⅥreiJabrennach

der Unte油dngung zuはsslg．恥hrと eine P純血1ng nicbt zur Au蝕ebung der
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Bewabrung，SOist derAu蝕ebungsa地agnic壬ItVOrAblaufvon免inりabren nach

dieserPr拉鮎ngzulasslg．

§16

VorderAu払ebunghatdasGericbtdenmitderBewabrungbetrautenAnstaltsleiter

oderFamilienvo王・Standzub6ren．

Ergibtdie Pra鮎ng，da月derBewabr絶denWi11en unddie Fahigkeit erlangtbat，

eineemeuteVerwahrlosungzuveぬindem，SOistdieBewabmngau免uileben．Die

Au払ebung kann unterAu幻agen e血且gen．BeiibrerNic壬Itbe女）1gungvenⅣirktder

Bewah托eemeutdasReciltaufFreibeit．

§17

Die Kosten der Bewahrung sind von dem Bewab氏en oder von（呈emi壬Im

Unterhaltsp鮎cbtigen zuはagen．‡m Fa11des Unverm6gens tr畠酢dieJustizkasse

dieKosten，WenndasGericbtdieUnterbdngungnacb§4angeordnetbat，inden

缶bdgenFallentr畠釦SiederLandes氏irsorgeveぬaIld．

ⅠⅠⅠ．塾蜘墜

§18

Die Vollz喝SOrdnung zum BeⅥrahmngsgesetz erl誠t der Reicbsminister des

InnernimEinvernebmenmitde王nReまcbsministerderJustiz．

§19

Das Gesetztrittam…inKra氏．
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資料2

E弧紬Ⅶぜ舶s 臥e奴e訂S ぬs 忍e㌢漫亙弧eぎ臥盈弧de＄W⑬鮎蝕組もSv 硯nd ∬噸endaぬts

E退隠a訂d監盈野且軸立ew¢駄飽訂e豆弧済ew盈ぬ耶汲ま鴫eSeもZ2

§1．地麹虫垂

（1）Ⅶersicb wegen eines nicht nur vor肋ergebenden Zustands k∂叩erlicber，

geistlgerOder sまttlicberUnzuはnglicbkeit nicbtin dasなeie Gemeinscha氏slめen，

insbesondereindasArbeitslebendesVolkseinordnenkannoderwillundda亡iurcb

das Volk oder sicb selbst wi氏SCba免Iicb，geSundbeitlicb oder sittlich erheblicb

SC壬l畠dgtoderge畠kdet，insbesonderewerverwahrlostistoderzuveⅣabr】osen

血oht，isもineinergesc壬IlossenenAnstaltztlbewaken，SOlangeeszumScbutzdes

Volks oder zu seinem elgenen Scbutz erわrderlicilist und dieser Schutz nicht

anderweitsichergestelltist．

（2）Kranke mit ansteckenden Leiden sind zum Scbutz derVolksgesundbe豆t zu

bewabren，Wenn Sie nicbt dieihnen amts畠rztlich auferlegten Ma月regeln zur

VoぬeugungeinerAnsteckungandererinnehalten．

§2．迦虫垂幽垂辺堅g

Der Bewahrteist nach seinen Kr云鹿en zu n缶tzlicher Arbeit anzubalten und nacb

M6glicbkeit zur zucbtvollen Einogdnungin die Volksgemeinscha免zu erziehen，

damiternachM6glichkeitⅦ・iederin dasなeie Leben，besondersin缶eieArbeit，

entlassenⅥrerdenka‡ln．

§3．墨§選曲堅塁星幽

（1）DieBeⅥrab和昭istvomVomundscb娩sgedchtimVeぬ汝ender虫・eiwilligen

Gericbtsb訂keit anzuor血en，SOWeまt nicbtim至0呈genden besondere Vorschri氏en

getro荘ensind．

（2）zust独digi＄tinersterReiheぬsAmtsgedcbt，beidembereitseineVormund－

SCila粍P鮎gesc‡la軌Sc‡1utZau由icbtoderぎ触sorgeerziebung鮎rdenBewahrungs－

bedtir鮎genan血豆ng唱1St．

§4．迦軽視

（1）DasGerichtor血etdie空きewab和昭aufÅntragodervonRechtswegenan．

‘In：肋戊娩ぁお刀ゐ乃S才ゐsぷ8放ね魂e舛陥柁あsβγ聯形成吉成g紘刀dタγ才γβ才βj切符0聯17（1936），He免12，

S．341－3胡．（和aβ（199釦，75－79貢より抜粋）
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（2）Antragsberechtigtsindl．derBewabn皿gSbe血流ige，2．dernachb批gerlicbem

Recbt zur Bestimmung seines Au飴nthalts Berec壬Itigte，3．sein EIlegatte，4．der

Bezirks－undLandes氏irsorgeverbandunddasJugendamt，5．deÅmter鉛rhVolks－

WOhぬhれund氏irVolksgesundbeitderKreis－undGauleitungderNSDAP，6．de

Staatsanwaltscba氏．

（3）DerAntragkannnicbtwidemlfenwerden．

§5．地

（1）vorder Entscbeidungiiber den Antrag hat das Gericht den Bew血mngs－

bediir氏igen，SOWeit tunlich，und seinen gesetzlichen Ve比reter zu h6ren．Dem

Bewabmngsbedii血genist，WenneSZurⅦ血mebmungseinerRecbtee血rdedicb

ist，拉rdasVeぬkeneinP凸egerzubestellen．

（2）InjedemFallsindGutacbtenvonSacbverst畠n血gendermedizinischenSeelen－

kunde und der Ftirsorge einzubolen．Zu diesem Zweck kann das Gericht den

Bewahmngsbedti娩igen bis zu6Ⅶocben zurBeobacbtungln eine gescblossene

Anstalteinweisen．

§6．幽

DasGerichtkanndasVedabrenaufはngstensIJabraussetzen11nddemBewabrungs－

bedtir鮎gen触die Zeit der Aussetzung besondere P瓜ichten aukrlegen，ins－

besondereStellungunterScbutzau氏icht．

§7．地主些些垂

（1）DieEntscbeidungdesVormundscba鮎gerichtsistmitGrぬdenzuversehen

und dem Bewabmngsbedti工食igen，dem Antragsteller unddem Landes氏irsorge－

Veぬandzuzustellen，払nsderBeⅥraおungsbediiI食igeeinengesetzlicbenVe比reter

OderP免egerbat，血esemanseinerStdle．

（2）JedemdieserZustellungsberecbtigヒenstebtdeso女）氏igeBeschwerdeunddie

SOfbrとigeweitereモミescbwerdezu．DieBescbwerdebatau氏chiebendeWirkung．

§8．地

（1）BeiGeた血rim Verzug kann das Vomundscba免sgericbt des tats急chlic‡1en

AufentbaltsdesBewa壬IrungSbedii‡食igen血evod急u畠geBeⅥ血mnganordnen．

（2）zustellungtlndBescbⅥrerderegelnsichnach§7，jedoc壬1batdieBescbwerde

keineau短cbiebende職rkung．

§9．地虫垂迦垂

（1）DerBewahmngsvollzug obliegとdem Leiter des Landesぬrsorgeveぬands als
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Bewahrungsbeb6rde．ErbestimmtdieBewahmngsanstaltimEinzeぬ比

（2）DerReichsminister desInneml独ailgemein die zum Bewahmngsvollzug

geelgneten Anstalten zu und gene壬1migtibre 壬iausordnungen．In Fiirsorge－

erzieb11丁場SanStalten，Strぬnst幻tenⅥnd‡ieiトImdP負egeanstalten daddieBe－

Vahmngnichtvo11zogenwerden．

（3）mrBewah沈eunter25JabrensindbesondereAbteilungenoderAnstaltenein一

之uricbten．

§10．蔓幽些堅

（1）DieBewabmngdalユe氏，SOlangei‡1rZweckeseぬrdert．

（2）DasVormundscba鮎gedcbt batin Abst急nden von mindestens2Jabren zu

pr胎n，ObderZwecke汀eicbtistundgegebenね11sdieBeⅥra‡lrungau免ubeben．

（3）DerBewab托e，SeingesetzlicherVeぬ・eter，derAntragstellerundderLeiter

des Landes鉛rsorgeverbands k6nnen dieAu蝕ebungbeimVomundscha氏sgericht

jederzeitbeantragen，Wenn6MonateTlaCbderÅnordnungodernacbder Ableb－

nungeinesAu払ebungsantragsvergangensind．

§11．塾主軸星型担£

Die Au払由ungder．Bewabmng e血Igヒinjedem Fail鉛r die DauereinesJabres

aufProbe．Das Vormundscha氏sgeric壬1tkann die Probezeitum einweiteresJabr

Verl独gernundvonderE瓜11ungvonP鎚chten ab始ng唱maCben．BeiⅦiedeト

eintdttvonBeⅥrabrungsbe血流igkeitkannesdieAu蝕ebungwide汀uねn．

§12．蔓幽些

DieKostenderBewa丸和ngtragendieLandes触sorgeveぬ畠nde．DasReicberstaト

tetibneneinDrittelderKosten．

Zustan血gist der Landes触sorgeveぬand des Ortes，der die Zust紬digkeit des

Vomundscba免sgedcbtsbegr拉ndetbat．

§ま3．垣重野垂蔓担担g

Der BeⅥrabrungsbed鵬ige gilt f弘r de Erstattungsp虫kht des8ewabrヒen und

Drittverp鎚cbteteralsbilねbed故地igimSinndesF駄SOrgereCbts．

§14．Straかorscb出色en

（1）wereinen Bewab和昭Sbe血塊igen，bez缶gl地dessen das gedcbtlicbe Be－

Wa血ngsveぬ奴enelngele辻etoder血eBevab㍑gangeOr血eもist，demVerた血ren

Oder der写eⅥrahru喝entZiebt oderibn verleitet，Sich dem Veぬ址en oder der

Bewahmngzuentzieben，Oderwerihmbierzuvors鮎zlichbebil鎚chist，Wirdauf
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AntragderBewabrungsbeb6rdemitGe飴ngnisbiszu2Jahrenundmit．Geldstra飴

Odermiteiner血eserStraねnbestra氏．DieZtl畑cknahmedesAntragsistzuはsslg．

（2）DerVersuchiststra免許．
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資料3

乱eits畠tzedesA硯＄SCぬ硯SSeS免は頂即0鮎由血訂も＄－弧nd野触so㌻gereC如derAkade－

mie 飽r De硯tSCぬes 鮎cぬ竜 Z弧g Ⅳe噸eSをa紙弧汲ま de＄ 忍eⅥra如ngsrec壬ItS

（怒er且払，．乱親好Z且939）3

妙趣

1．Wervenvahdostist oder zu verwabdosen drobt und eine e】血eblicbe soziaie

Geねkbildet，WirdbeⅥrah托，Wenn erSicbderVerwabrlosungdurch eigene

Hilfenichtentziebenkannoderwi11，undandereMittelzuihrerBeseltlgung

nichtausreichen．

2．Die Bewailmng bestebtin der Freiheitsentziehung des Bewabrungs－

bedtiI溌igenauぎunbestimmteZeit．Sie erぬ1gtdurcb Unterbringungin einer

SonderanstaltoderBewabnlngSanStalt．

3．Die血rcb diesen Entwuだbestimmte Bewabrほng Steht der zwangsweisen

Freibeitsentziebungau蜘ndandererGesetzenacb．

SiegebtjedocbderdurchdiePolizeiangeordnetenzwangsⅥ7eisenFreibeits－

entziebungvor．

4．DieBewabmngistAu垣abeder6触ntlich－reChtlichenF缶rsorgeundwirdvon

denLande、S鉛rsorgeve地云ndene瓜11t．

5．Die Bewabrung wird von Amts wegen oder auf Antrag durch einen mit

Gr也ndenverse‡lenenBesc壬11uJ3desBewa加ngsgerichtsangeordnet．

6．DenAntragaufBewabrungk6nnenstellen：1．DergesetzlicheVertreterdes

Bewahrungsbe血r鮎gen，demdieSorge鉛rdiePersonzusteht，2，dieF汝soト

geverb独de，3．dieJugenぬmter，4．dieGestlndbeits畠mter，5．diePolizeibe－

h6rde，6．dieNSV．

7・Die Staatsanwaltscba氏bat nacb Abscbluβdes Straかeぬhrens Antrag auf

Bewahrungzustellen，WennbeieinemT畠teroderTatverd畠Cbtigendie Vo－

raussetzungenderBewahrur唱VOrliegen．

8・DerAntragkannbeidemBewahrungsgericbtschr脆1icbeingereichtoderzu

ProtokollderGesch紙sste11eangebrac如werden．ErsolldieAngabederihn

be如ndendenTatsachenunddieBezeicbnungderBeweismittelentbalten．

3

Ay誠（1998），202－213京より抜粋。
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9・F汝das Bewahrungsver鮎ren豆st血s Bewab翔ngSgedcbt zust畠ndig，das

einemAmtsgericbtanzugliedernist．

Orヒ1icb zustandigist das BeⅥab和昭Sgeyicbt des Wobnsitzes oder des

gew6bnlicbenAufentbaltsortsderBeとro鮎nen．‡nEmlangelu喝einessoIchen

istdas BeⅦ【ahmngsgericbtdes Wob‡1Sitzes oder des Sitzes des Antrags－

berechtigtenzustandig．

10．Eine OberweisungzurVeぬandlungund

Aufenthaltsorts des Betro鮎nen kann

erわ1gen，Wenn Sie mit Rticksicht auf

erわrderlichist undihr keine Bedenken

Entscbei血相an

nach Einleitur唱

die Ve王・b急1tnisse

entgegensteben．

das Gedcbt des

des Verねhrens

des 王ミet工・0鮎nen

Eine Weまterver－

Weisung beiⅦechseldes Auねntbaltsorts des Betro飴nenist zuはsslg，bat

aberzuunterbleiben，WenndurcbdieWeiterverweisung血eordnungsgem誠e

BearbeitungerschwertⅥ7ird．

11．Das BeⅥrabrungsgericht bestebt aus dem Vormundscba免sdcbter als Voト

Sitzenden，einembeamtetenArztodereinemÅでZt des Amts 払r Volksge－

Sundbeitund einemVe托reterder6鮎ntlicben F触so瑠eOderder Nationaト

sozialistiscbenVolksⅥrOhlねb氏alsBeisitzem．

12．Auf den Gang des Verた血rens畠nden de Vorscbd免en des Reichsgesetzes

肋erdieAngelegenheitenderなeiⅥrilligenGerichtsbarkeitvom17．Mai1898

［RGBl．S．189：Verf．］AnⅥrendung，SOW・eitnまc払tdieVorscbr娩eneines Enト

Wuげsentgegensteben．

13．DerBetro藷eneistelngebendzuvemebmen．DieVernebmungbatzuunter－

bleiben，Wenn Sie au短mnd eines amtsおztlicben
ZeugnlSSeS als untunlich

erscbeint．

14．ZurPr缶加増derUrsacbenderVerwabriostlngkanndas Gedchtdie Unteト

bringungln einer hie瓜r geelgnetenÅnstaltbis zur Dauervon6Wocben

durcbBescblu8anordnen．

Gegen den Bescbluβbat der Betro鮎ne und，ね11s erauβerstandeまst，Sein

gesetzlicber Verとreter oder einぬribn bestellter P毘eger das Recbt zur

sofbrヒigenBescbverde．SiehatauねcbiebendeWirkung．

15．Vorder Entscbeidung kanndas Gedcbt eまnmediziniscbesoder psycbolo－

gisc壬1eSGutacbtendurc壬ISachverstandigeein壬10len・

16．DerVorsitzendedesGedc如skanni‡ldrまngendenF急11ensoわ比dievorlau軸e
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Bewa加nganordneTl．

Gegen den BescbM hatder Betro艶nelユnd，ねIIs erdazu au侶erstandeist，

Seingesetzlic‡lerVe蛇reteroderein鮎rihnbestellterP虫egerdas Recbtzur

SO虫）蛇igenBescbⅥrerde．Siebaもkeineatlfsc壬且iebendeWirktまng．

17．Scbwebt gegen eine‡1VenⅣahrlosteneまn Stga如eぬken，SOkanndas Be－

Wa壬1rungSVeぬ汝en bis zur Beendigung des Straかeぬbrens ausgesetzt

Ⅶeraen．

18・DieBescblu8払ssu一喝肋er血eBeⅦabmnge血l酪au蜘ndm故ndlic壬IerBera－

ttま喝。DerBescbiuβistscbd鮎chabz㍊ねssenundvondenanderBescbluβ－

ぬssung beteiligten Mitgliedem z11unterSCぬreiben．Der Bescblu月ist dem

Åntr喝Steller und dem Beは0艶nen oder dessen gesetzlicbem Vertreter

ZuZu＄tellenundⅥ7irdmitderZustellu喝Virksam．

19・Gegen dk Anordntまng der Bewabmng bat der Betro鮎ne und，以1s er

auJ3egstandeまst，SeingesetzlicberVe蛇reteroderein氏irihnbestellterP幻eger

das鼠ecbt zur so虫）蛇igen Bescbverde．Sie bat au由cbiebende Wirktlng．Die

Durc壬瓜hmngdeごVOrはu鞄e‡1BeⅥrabrほngbleibtjedocbunber仏b氏．

Gegen血eAble‡lnungdesÅnt柑gShatderÅntragstellerdasRec壬ItZurSOわr－

tigenBescbⅥrerde．

20・Ube㌻Samtlic壬IeimLatぱdesVerぬ奴ensgegebenenRecbtsmittelentscheidet

das Bewabru喝SObe瑠edcht，das einem Oberlandesgedcht anzugliedemist．

訂恕seineZusammensetzunggiまtdas gleまcheⅥr呈e鮎rdまeZusammensetzung

des Bewah和昭Sgedc‡1tS．Das BeⅦぬ柑ngSObergericbtentscheidetendg以tig．

De㌻Vorsitzende des BeⅥrabmngsobergericbts kannin血ingenden F畠11en

SOぬ絶dievorはu軸eBeⅦah和昭弧Ordnen．

21・DieBeⅥrabru喝ⅦirdvonAmtswegenoderaufAnもragau短eboben，Wennder

BeⅥ■ab舐e denWilienund血eぎabigkeit erlangもbat，eineemeuteVerwa‡lト

まostl首唱ZuVeぬindem．DieAu払ebu喝kannauchu‡lterAu鮎generぬ1gen．Bei

ihrerNichtbe女）蜘喝VerWi如derBeⅥrabrヒeemeutdasRecbもaufFreiheit．

Di匂enigen，血ezurStellungdesAnはagsa㍑gBewa払mngberecbti酢Sind，der

Bewa触eundderLeiterderBeⅥrabm‡唱SanStaitk6nneneinenAu払ebungs一

組trag Stellen．DieseごA如rag kann vom Anstaltsleまter jederzeまt，VOn den

肋dgen Antr昭Sberechtiがen nicbt vorÅblau君von z甲eiJabren nach
der

どeC奴skどき挽igenAnor血ungderUnteぬdng仏nggeStei呈もWeyden．
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22・Vor der Au払ebu‡lg‡lat das Gericbt den mit der Bew・ahmng betrauten

Anstaltsleiterzuh6ren．

DieAu払ebungderBewabrungerわIgtdurcheinenmiもGr弘ndenversebenen

Bescblulまdes Bewabmngsgericbts．GegendieÅblebnungdes Å㍑蝕ぬ㍑ngS－

antrags bat der Åntragsteま旦er und，払11s er daz㍑ au8erstande まst，Seまn

gesetzlicber Verはeter oder ein鮎二i壬In besteliter和eger das毘ec如zur

SOぬ沈まgen王∋eschwerde．Gegend dieÅu軌ebung壬1at der Antragsもeiier，auぎ

dessen Antrag die Beva王Imng angeOrdnet vorden w訂タ das 詑ecbt zur

SOfo比igenBescbverde．

Fi払舐eineP畑如ngnicbtzwÅu蝕ebungaerBewab和才唱，SOistei‡iemet結er

Au蝕ebungsantragnichtvorAblalユfvon氏inりaおennacbderrecbtskr白魚まgen

Ablehnung des Au払ebu喝SantragS Z仏1急ss唱．DerÅnstaltsleiter kann jedoc壬I

jederzeiteinenernet止enAu蝕ebtlr唱SantragStellen．

23，Die‡くosten des Bewabm喝SVeぬおens tr畠齢der Betm鮎ne，Wenn Seine

BeⅥ7abrunga一喝eOrdnetwordenist．‡ndenぎ畠11endesUnvem6gensundder

Z11r拉ckweisungdesAntragstr畠齢血eReicbskassedie鼠osten．

IstderAntrag mu．紬illig gesもe11tvoでden，SO壬IatbeidessenZ血ckweまsung

derAntragstellerdie琵ostendesVe∫免虹enszutragen．

24．DieKostenderBeⅥ7ahru喝einschlie蝕cbder監osten蝕deむbe娩h和昭in

eine Sonder－und Bewabmngsanstalt はぇ齢VOdalユ畠g der Landes免irsorge－

Verband，indessenBezirk血eBevahmngvoilzogen滋rd．

25．F汝dieFeststeiiung，Ⅶelcber乱andes飴sorgeveぬandzurTr覗u喝der琵osもen

end如1tigve叩鮎cbteもisも，und触de‡まErsaもZder監osten血rcbdenend紳Itig

verp鎚chteten Landes触sorgeveぬandタ denBewab蛇enoderDd統Ve叩鎚cb－

tetengeltendieVorsc払出鹿en血rVem㌻血ung肋erdieF触SO瑠ep盟icbtvom

13．Febnlar1924（RG別．‡S．100）entsprechend．

26．DerReicbsministerdes‡n王ユemWirdem詠Cbti銑im Einvemebme王ユmitdem

Reicbsminister derJustiz Vorscb由良en zur Durc姐b㍑‡唱und E訂g畠nzung

血esesEn知和だsz11eriassen．




